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１．はじめに 
国立国会図書館においては、行政及び司法の

各部門に対して図書館サービスを提供すること

を目的の一つとしている。この図書館サービス

を提供するため、各府省庁及び最高裁判所に 27
館 6 分館の支部図書館が設置されている。各支

部図書館は、それぞれ特色ある蔵書を持ち当該

分野に関する専門図書館として機能しており、

農林水産省においては支部農林水産省図書館、

同農林水産政策研究所分館、同農林水産技術会

議事務局つくば分館の 3 館が置かれている。 
このうち支部農林水産省図書館は、1948 年 2

月の国立国会図書館法の公布に次ぐ同年 8 月の

国立国会図書館支部農林省図書館長の任命によ

り成立したが、この前身として 1947 年 5 月 27
日に米国農務省図書館長 Ralph R. Shaw 博士１）

が行った勧告２）に則り農林省農業改良局統計情

報部図書課が同年 6 月に設置されている３）。 
その経緯と活動内容については、1951 年 3

月 9 日開催の参議院図書館運営委員会において

行われた同年 2 月 27 日の法務府、厚生省、農

林省、労働省の４館の視察報告３）にて「農林省

図書館はショー氏勧告に副つて発足」「農林省蔵

書目録の刊行、図書月報の発行等、実際的活動

においては支部図書館中の出色ある存在」と報

告されている。 
本稿では、このような活動の基礎となったシ

ョー氏の勧告についてその内容を概説するほか、

当時の農林省図書館、とりわけ支部農林省図書

館の設立から 10 年ほどの間においてどのよう

に受容されたかについて論じる。 
 
２．「農林省図書館に関するショー氏の勧告」 
１）構成 

「農林省図書館に関するショー氏の勧告」４）

（以下、「ショー氏の勧告」という。）は以下の

章立てで構成される。以下、この章立てに沿っ

て内容を解説する。 
 

序言 
農林省図書館の現状 
農林省に図書館を設置する件についての提案 

1.方針 
2.農林省図書館の規模 

A.機構と運用 
B.図書類の収集 
C.収集組織 
D.場所 
E.人事 

サービス 
出版物の交換 

 
２）「序言」と「農林省図書館の現状」 

冒頭において、「日本及海外の各種試験場で達

成された仕事について知るところがない限り、

調査に於ける時間及労力は避け難い」と論じて

いる。これを受け、いかにして「各種の研究も

調整され時間と資料の不必要な重複と浪費とも

少なくする最も有効な機構の一つ」を生み出す

ために農林省及び関連機関における研究成果を 

「農林省図書館に関するショー氏の勧告」の影響とその受容 
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網羅的に把握し、これを各試験場で参照可能な

状態を序言において論じている。 
まず、「東大図書館や上野図書館の如き大図書

館の蔵書に含まれている知識」を日本の研究者

にサービスする機構がないことを指摘し、その

対象として農林省や附属試験場職員より「公衆

一般に対するサービスの必要性を認識せよ」と

提案している。 
具体的なサービスについては 2 点を挙げてい

る。一つは試験研究機関の報告類の網羅的収集

である。農林省が試験場の業務報告を全部収集

し定期的リストを発行すれば「試験場の研究調

査に貢献することは大きく」「全国 565 に及ぶ

研究所において研究が不必要な重複を避けるこ

とに役立つ」としている。このために、「農林省

又は日本の研究者が全国の農事試験場における

研究報告は如何なるものでも農林省に申請さえ

するならば入手できるように」するため、「資料

の最新照合表（Current Check List）」と「マイ

クロフィルムによる複写施設」を提案している。 
もう一つは外国資料の収集と目録作成と提供、

またこれによる他分野の図書館との連携協力で

ある。「外国の官公立試験場及び農業試験場例へ

ば米国農務省農事試験場及び米国の他の農事試

験場並びに普及教育機関（extention agency(原
文ママ)）」と刊行物を交換することで、「日本人

は皆農林省図書館に頼つて、日本と外国との農

業研究資料と普及教育資料を得ることが出来る」

また「他の図書館は農業研究資料を集める必要

がなくなる」としている。また、「化学、植物学、

動物学の如き基礎科学資料」は他の大図書館に、

また他の図書館は「他の研究機関の農林省が網

羅しようと企てる分野のサービスを農林省に仰

ぐ」として他分野の専門図書館との相互利用を

提案している。利用にあたっては、「図書目録作

成者（bibliographer）は農業に関係を有する科

学の関係資料を選択し、それの所在地を示した

一覧表」を作成し、これを利用者が参照し所蔵

している図書館に依頼する、とある。 
これらの提案について「日本の農業又は他の

分野のために、ライブラリーサービスの研究能

力が最大限に発揮される必要から、この計画は

絶対に欠くべからざるものである」と勧告して 

 
いる。また、この実現のためには各方面の協力 
が必要であるとし、「日本の図書館業務の各分野」

「関係公共団体を代表する委員会」の指揮のも

と、「教育研究能力の発展に関係を有する米軍の

各部局」との協同が必要であるとしている。 
「農林省図書館の現状」では、3 万冊の蔵書

について利用のための組織も設備もなく、また

「農林省所管事務に関係のない資料」「省刊行物

の重複したコピー」が多く、「研究資料の収集」

は行われておらず農林省の刊行物さえ完全に収

集されていない現状を指摘している。さらに、

「判断し得る限り」「農林省又は試験場の全刊行

物が保管してある場所は日本には一つもない」

と断じている。 
 
３）「農林省に図書館を設置する件についての提案」  

この章は「方針」、「農林省図書館の規模」及

び「サービス」で構成され、この勧告の核とな

るものである。「方針」においては、任務、活動

範囲、便宜の対象の 3 つを上げている。まず、

農業図書館一般の任務として「農業の研究調査、

農政、農業の指導教育及び農業情報の収集発表

等農業各方面の健全な発展に欠くべからざるも

のである」と定義づけている。また、農業の活

動範囲は、「広範であり且その関係部門は、化学、

植物学、動物学、経済学等の多くを包括する」

ことを示している。しかし、これら全てを包括

することは「他の収集との重複」と「莫大な経

費を伴う」ことから農業そのもの文献を優先し

「農林省としては、調査研究図書館を設置する

を以てその根本方針とすべき」とその方針を定

義している。これにより、「関係方面のあらゆる

出版物は当該方面の収集に重複する事なしに備

えつけられる」としている。具体的な収集対象

等は次節のうち「B 図書類の収集」で述べられ

ている。これら収集した図書は「日本人を教導

する必需品」とされ、「農林省図書館の便宜は、

一般大衆並びに学者研究家に役立つものたらし

めねばならない」とある。このように、農業を

専門とした調査研究図書館として一般の利用に

供することを農林省図書館の方針としている。             

次いで「農林省図書館の規模」では、この勧告

の範囲に加え、機構と運用、資料収集と組織化、 
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資料の保管場所、そして人事について勧告を行

っている。 
まず、この勧告の内容は「極めて僅少な経費」

で「即時執行し得る」限定的な範囲であること

が示されている。加えて、「特別な立法措置やそ

の他の権限」なしに「農林当局の発意」かつ「現

機構の内で実施し得る」範囲に限っているとも

あり、「最小限の時間と努力」により実施すべき

事項を勧告するものである。 
「A 機構と運用」では、農林省図書館の省内

での位置づけを示している。大臣官房文書課に

置かれていた当時の図書館を「全省総合機関と

しての活動を許さない」とし、全国に渡る農林

省の各機関や「農業の全ての部門」に対して「効

果的に其の役割を果たす」ため、農林大臣に対

し「オフィス・オブ・ライブラリー」の設立を

勧告している。この「オフィス」は「省の総て

の図書に関する仕事及び文献目録の事情」を担 

 
当し、これら業務について「大臣又は次官に対

して直接報告」するものである。また、「省及び

所属機関のあらゆる図書及び出版物は、悉く之

を新設図書館に移管」することでこれら業務の

責任を果たすとされている。あわせて「司書は

その総ての所掌事項について省を代行する」権

限、また「文献が包蔵する知識を最大限に農業

各分野に役立たしめる如き計画」の立案実施の

権限を与えられるべきあると勧告している。 
「B 図書類の収集」では、収集対象となる資

料と重複資料の取り扱いについて勧告している。

資料の種類ごとに勧告されている対応を表 1 に

整理した。なお、「但し農業関係の全書籍の収集

を試みるな」とその範囲についての記載がある。

農林省、また農業試験場・研究所の刊行物は総

て収集し求めに応じて提供するほか、サービス

の中心と成す事がわかる。また、重複図書は交

換の対象とし、これにより蔵書の拡大を図るこ

とが方針である。あわせて、農業関係の主要や

文献目録、また農業関係の代表的な資料を収集

することが方針として勧告されている。なお、

「農林省図書月報」では「付録第一（米国農業

関係書籍の選択リスト）」は省略されている。 
「C 収集組織」では、収集資料をどのように

組織化するかを勧告している。方法とその内容

を表 2 に整理した。「農林省図書館の便宜は、

一般大衆並びに学者研究家に役立つものたらし

めねばならない」という方針の下、主題別カタ

ログの重視や総合目録の構築を目途とした組織

化が勧告されている。 
「D 場所」については，標準として「照明の

よい、乾燥した清潔な防火設備の完備したもの」

が必須であること、また一般の利用を考え一階

に設置することを勧告している。あわせて、「も

し出来るならば」として公衆の関心がある「農

産物と書籍の両方」を陳列して公衆啓蒙と利用

者を図書館に誘導する手段とするため、道路に

面した窓を持つ必要を勧告している。なお、「シ

ョー氏の勧告」（農林省統計調査局訳編） ）で

は図書館の模範設計も示されているが、「農林省

図書月報」では省略されている。 
「E 人事」では、「当該部門の専門家も解答

が出来ないか、或いはできても多大の時間を浪 

種類 対応 

重複図書 すべて除去しリストを作成の上、農林

省図書館で必要とする刊行物と交換

せよ 
農林省の所掌事務

と関係のない刊行

物 
農林省の刊行物 全日本が刊行物利用の便宜を仰ぎ得

るよう収集を完備せよ 

農業の分野に於け

る試験場及び研究

所発行の総ての刊

行物 

完全な綴りを収集し斯界に於けるサ

ービスの全国的中心とせよ 

外国政府の農業関

係機関及び試験場

の最新刊行物 

確保するため交換協定を結べ 

すべての農業関係 
図書目録 

例へば 
ヴイブリオグラフイー・オフ・アグリ

カルチュアー 
ケミカル・アブストラクト 
バイオロヂカル・アブストラクト 
エクスペリメント・ステイション・レ

コード 
及び農業分野の総ての特別な図書目

録 

農業関係書籍の代

表的サンプル 
付録第一（米国農業関係書籍の選択リ

スト） 

表 1 図書類の収集 
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費せねばならぬような質問に対しても有能なる

図書館員は、文献の内からその解答を提供する

ことが出来るものである」ことを求めている。 
これに対し、現在の業務について「同所で行つ

ている仕事の質は極めて低い」とし、「図書目録

作成は少なくとも題目分類に関する限りもう一

度やり直さねばならない」と再教育の必要性を

勧告している。人員については、当時の 7 名か

らの増員ではなく「専門的な指導さえ与えられ 

 
るならば多くの仕事を遂行する上に十分」「さし

当たり人員を増やすことではなく、ライブラリ

ー・サービスに関する訓練と経験を経た人を充

てる」としている。「手頃なライブラリー・サー

ビス」に必要な「最小限の人員」として、表 3
の職制が示されている。 
「この目的は米国仕込みのライブラリアンが

居ない結果直ぐには達成できない」として、「米

国の図書館業務につき経験を有する誰かの力を

借りるよう」また「G.H.Q.の天然資源局から訓

練されたライブラリアンをパートタイムで借受

け農林省の図書館組織を依頼」するべきと勧告

している。なお、前者については「（例えば坂西

女史の如き適任であろう）」とある。この「坂西

女史」は米国議会図書館において日本資料の収

集に携わった坂西志保氏と考えられるが、農林

省図書館への関与を示す資料は現在のところ確

認できていない。 
さらに、「優秀な米国のライブラリー・スクー

ルで教育を受ける協定が出来るように」なれば、

「農業図書館における経験を積み且つ学術的な

訓練を受けるために十分な期間を米国で過ごす

べき」のように、実務経験と学術的訓練の必要

性を示している。 
 
４）「サービス」 

「日本の図書館は概して米国のそれに比較し

てほとんどサービスを行っていない」「学者及び

一般人に対するサービスは図書館の基本的な存

在理由」と定義して、「今直ぐに行うべきサービ

ス」として 4 項を勧告している。その内容を表

４に示す。一般を対象としたレファレンスと目

録作成に重点が置かれていることがわかる。 
 
５）「出版物の交換」 

「日本に於ける図書館の調査能力を増大せし

める効果的な計画」に重要な点として、出版物

の交換による米国の資料入手を勧告している。 
これは農林図書館に限定せず、「CIE（民間情

報教育局）其の他の GHQ 部局及び日本政府の

諸機関及び民間の図書館、大学其の他の機関の

協力」と「日本の諸種の大学や研究機関の間に

収集の責任の分担」を前提とした全国的な出版 

方

法 
内容 

主
題
別
カ
タ
ロ
グ 

特に重点を置く 
国 際 文 書 連 合 会 （ International Federation of 
Documentation, Brussels）所定の主題分類方式（現

在の UDC）が望ましい 
容易でないとすればアルファベット別主題分類

を用いる 

著
者
別
カ
タ
ロ
グ 

他の図書館にある農業及び農業に関連する科学

技術関係書類のカードを包含し、農業関係の総合

カタログ（uuion catalog(原文ママ)）として利用で

きるようにする 

分
類
法 

日本化されたデューイ法による 

書
架
リ
ス
ト 

一連番号（図書受入番号）を附し、カタログカー

ドに記入する。このカードは分類番号順で整理さ

れる。 
これにより、書棚に整理されていると同じ順序に

カードが綴り込まれる。利点は次の通り。 
(A) ある主題の表題の分類リスト 
(B) 財産保管責任を名にするため財産目録記録 
(C) 部局に常置、自由閲覧棚など書棚に普通の番号通

り置いていない書籍に位置を示す 

表 2 収集組織 

表 3 職制 

1. 司書長（チーフ・ライブラリアン）－米国で訓練を受け

た者 

2. 司書－図書の入手、目録作成、其の他技術的処理につい

て米国で訓練を受けた者 

3. 同専門的補佐員－上野図書館で訓練された者 

4. 書記 
5. 給仕 
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物の交換計画である。 

「優に 600 を超える機関が米国の農事試験場

のあらゆる出版物に興味を持つている」として、 
個々の機関による「米国農事試験場のすべて

の出版物」の収集は「その膨大さの故に挫折す

る」ため、「限定交換制」を勧告している。この

「限定交換制」は CIE と米国 CAD（Civil 
Affairs Division、陸軍省民政部）を媒介とした

以下のフローが想定されている。 
1.日本の諸機関から GHQ 各部局で取りまと

めた希望を CIE から CAD 経由で申込 
2.申込を受けた米国側機関からの日本側機関

の資料交換の希望は CAD から CIE に通達 
3.通達を受けた CIE は一般教育に関する資料

は直接に日本側機関ととりまとめを行い、

これ以外の分野は GHQ 各部局に移牒して

日本側機関と取りまとめた、この内容を

CIE に通告する 
 
６）「ショー氏の勧告」のまとめ 

本章においては「ショー氏の勧告」の内容を

概説したが、まとめると以下のようになろう。

まず、利用対象については農林省の職員のみな

らず、一般、研究者等であると位置づけている

（「序言」）。資料については農林省及び国内外の 

 
農業関係の試験場、研究所の刊行物、また農業

関係の文献目録を網羅的に収集（「B 図書類の

収集」）し、主題別カタログ、著者別カタログ、

書架リストなどにより組織化すること（「C 収
集組織」）を勧告している。このうち著者別カタ

ログには他の図書館所蔵も含まれ、農業に関す

る総合目録を成すこととしている。 
具体的なサービスとしては閲覧のほかレファ

レンス、受け入れた資料等の文献目録の作成、

複写が挙げられ（「サービス」）、来館利用の便を

図るため一階に、かつ道路に面し展示が行いう

る窓を持つこと（「D 場所」）など、必要な施設

についても勧告がなされている。 
これらの実施に必要な組織として農林省全体

に権限を有する「オフィス・オブ・ライブラリ

ー」を置き、米国で訓練を受けたライブラリア

ンにより業務を行うほか、将来的には米国での

留学や研修が行われるべきとしている。特に題

目分類に関する目録作成に関する技術の向上が

あると勧告している（「E 人事」）。 
また、国外の資料については交換によるとし、

余剰の資料を提供するほか、個々の図書館に依

らず国内の希望については CIE を経由して取

りまとめ米国に依頼すべきであるとしている 
（「出版物の交換」）。 

1.  公開閲覧室を設け、農林省職員、学者及び一般人が自由に農業関係の文献につ

き相談が出来るようにすること。 

2. リフアレンス・サービス このサービスは収集された出版物の内容を知っており、且つ一般人がそのコレ

クションを利用することを助ける方法及び電話、手紙または面談に依る具体的

な質問に対する解答を発見する手段を知っている職員を充てることにより行

われる。 

3. 文献目録 農林省は農林省図書館及び其の他の日本の図書館で受入れた農業部門に於け

る書籍及び論文の月報を作成すべきである。 
この月報によつてすべての農業関係者は、その仕事をする上に有益なる如何な

る出版物があるかを知ることが出来るのである。 
農林省は又諸種の重要なる農業問題に関する文献の特別目録を発行すべきで

ある。 

4. 複写サービス 農林省は誰にも安価に所要論文の複写を手に入れられるようマイクロフィル

ム設備を持つべきである。 
このマイクロフィルムによる複写は又、外国の図書館や研究所との間の交換方

法として役立ち、その方法によっては得られない多くの外国文献を日本にもた

らすことが出来るのである。 

表 4 サービス 
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３．「ショー氏の勧告」の受容と影響 
１）支部農林省図書館の諸活動 

本項では、「ショー氏の勧告」を受けての諸活

動について概要をまとめる。記載に当たっては

「行政司法支部図書館 10 年のあゆみ」の「農

林省図書館」の項 6））ほかを参考とした。 
① 各種目録の作成 

まず「農林省刊行物目録」が 1949 年 3 月に、

「農林省図書館蔵書目録第 1 巻産業編」が 1950
年 9 月に刊行されている。1953 年には「農林

省図書館収書目録」「農林省図書館収書目録  : 
外 国 資 料 の 部  = Catalogue of foreign 
agriculture archive」など、多数の目録類が刊

行され交換により内外の機関に供された。 
「農林省は又諸種の重要なる農業問題に関す

る文献の特別目録を発行すべきである」と勧告

された文献目録については、「農林文献解題」と

して 1955 年の「米価編」「協同組合編」をはじ

めとして、1978 年までに 22 編が刊行された。

「農林文献解題」はその時々の農政上の主要な

テーマを取り上げ、農林省図書館が所蔵する図

書資料を中心に関係する資料を体系的に配列、

かつ文献の解説等を加えた資料である。 
② 図書月報の刊行 

「ショー氏の勧告」のうち「サービス」で挙

げられた「農林省図書館及び其の他の日本の図

書館で受入れた農業部門に於ける書籍及び論文

の月報」については、1950 年 2 月から刊行さ

れた「農林省図書月報」として実現している。

その第 1 巻第 1 号では農林次官、農業改良局長、

農林省図書館長の 3 者による創刊の辞のほか、

雑誌記事摘要、新聞記事紹介、収書目録、農林

省刊行物一覧表、近着米国逐次刊行物目録（農

林関係）、国立国会図書館洋書目録（農林関係）、

雑誌記事索引、新聞記事索引といった受入資料

とその解題、また他館の目録情報が掲載されて

いる。この「農林省図書月報」は 1950 年 6 月

より毎月刊行され、1954 年 6 月からは執筆者

を農林省外の者にも求め、記事についても資料

の行政的利用普及の面に重点を置き「農林図書 
資料月報」と誌名を改めている。 
③ 資料収集 
図書選定審議会を 1950 年に発足させ、農林省 

 
図書館の資料収集のため省内各局との審議を図

るほか、農林省図書月報の編集等、図書資料業

務一般の連絡業務を行っている。また、省内資

料の完全な収集を図るため、1954 年 12 月より、

刊行物が省内に納品される際、検収官が検収の

際に 2 部ずつ資料を留保しこれを農林省図書館

に納入することとしている。 
海外諸機関の資料については、GHQ を通じ

て農林省統計表などの刊行物と交換に米国、イ

ギリス、カナダ、オーストラリアなどからの資

料を受けている。また、1950 年には GHQ より

斡 旋 を 受 け た ガ リ オ ア 資 金 （ GARIOA, 
Government Appropriation for Relief in 
Occupied Area、占領地救済政府基金）により、

計 260 種 13,393 冊の図書寄贈を受け、他省庁

や省内試験研究機関、大学、民間農業研究機関

に分配している ）。これらの資料を元に 1952
年には海外農業文庫としている。 
④図書館の移転と拡充 

「D 場所」で勧告された十分な施設について

は、1954 年の農林省の霞ヶ関新庁舎（中央合同

庁舎一号館）への移転によって実現する。これ

までは有楽町の中農ビルにおいて書庫 52 ㎡、

書庫兼用事務室 66.1 ㎡と狭隘だったものが、移

転後は書庫 198.4 ㎡、事務室 66.1 ㎡、閲覧室

36.4 ㎡と大幅な拡充が図られている。このため

か、閲覧者数は昭和 27 年度の 644 人から昭和

28 年度には 3.923 人、昭和 29 年度には 13,587
人と大幅な増加を見ている。この後、1966 年に

増床されている。 
 
２）「ショー氏の勧告」の受容 
① 支部農林省図書館の設立まで 

「ショー氏の勧告」と時を同じくして、国立 
国会図書館における支部図書館制度の検討が行

われている。制度の検討にあたって参議院図書

館運営委員会が行った公聴会における農林省か

らの発言について酒井悌氏は以下のように記し

ている８）。 
 

積極的にこの構想を支持したのは農林省であった。

当時農林省は時代の中心課題である食糧増産という

大問題をかかえており、このためには農林省のもっ 
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ている農業図書館（現在の国立農業図書館の前身）

のようなものを設立し、農林省管下の研究所試験場

の調査・研究・実験等の報告書を網羅的に集め一大

研究資料センター設置の必要性を痛感しており、こ

のため米国より農業図書館長ショー氏を招へいした

ほどであった。こうした農林省図書館の構想は、国

立国会図書館の支部図書館制度とむすびつくことに

よって一層広範な成果をあげうるというのである。

農林省の代表者の賛成意見とともに、上記のような

農林省図書館の大構想の説明を行った若き中野事務

官の姿を今も忘れることはできない。 

 
この内容は「ショー氏の勧告」とも符合する

もので、勧告の内容を実現すべく省内において

積極的に検討が進められていたことを示唆する

ものと考えられる。 
② 支部農林省図書館の設立と「農林省図書月報」

の創刊 
「ショー氏の勧告」が農林省内でどのように

受容されたか、「農林図書月報」創刊号から伺う

ことができる。 
創刊号においては、片柳真吉農林次官は「創

刊の辞 アメリカ農務省図書館の印象」と題して

農務省図書館を訪問した際の印象を「われわれ

は図書館とは図書の閲覧が本来の目的の如く観

念的に理解しているのであるが、農務省図書館

では開覧よりもむしろインフオメイシヨン・サ

ービスが主たる目的となっている。広範な米国

各地から農務省図書館に対して調査の依額－オ

フアがあった場合、それに対して教示する。即 
ち本の集積よりインフオメイシヨン・サービス

が主たる仕事である」と記している。また、「シ

ョー氏の意見としては、農林省がサーピス・セ

ンターとなり各地の試験研究機関の貴重な研究

結果を図書課において取纏め、全国にインフオ

メイシヨン・サービスを行うことが必要である

といつている」「日本では貴重な研究の成果が知

らされず眠っているということがあるであらう。

わが国では今までこうしたサーピスがなされて

いなかつたのであるが、農林省図書館において

全国の農林関係試験研究機関の研究成果を毎月

取り纏め全国の関係機聞に頒布周知するという

サービスがなされることが望ましい」として、 

 
「ショー氏の勧告」冒頭の「農林省又は日本の

研究者が全国の農事試験場における研究報告は

如何なるものでも農林省に申請さえするならば

入手できるように」と同様のサービスの必要性

を述べている。 
次いで磯邊秀俊農業改良局長は、農林省の刊

行物について「科学的な分類法、目録法に基き

整理し、目録を作成配布し、図書、資料の解説

紹介をなし、組織的な貸出閲覧等のいわゆる図

書館奉仕を提供することに対しては、一顧だに

与えられなかったといっても過言ではない」と

して、「行政運営に科学の面が導入されつつある

現状にかんがみ、今後立法に政策樹立に統計及

び調査等の資料が大いに活用されなければなら

ない。これらの意味において、一咋年国会図書

館の支部として農林省図書館が、更に昨年統計

調査部に図書課が設置せられたのである。」と設

立の目的を述べている。 
また小倉武一農林省図書館長からは、図書の

収集・整理・紹介の重要性は「時と所を訪わな

い」としているが、「戦前は、官房の文書課に図

書室があり、伝統的方法ではあったであろうが、

一応の整理が出来ていたのである。それが混乱

して、混乱は未だ充分に克服されていないので

ある。このような応対では既存の図書の利用も

行われ得ない」と「ショー氏の勧告」で指摘さ

れた状況とは若干異なる認識を示している。確

かに戦前期においても大臣官房図書課にて「農

林省図書目録」が 1928 年に刊行され追録も作

成されており、「一応の整理」はなされていたと

みることができる。 
さらに、恩田芳彦統計課長の「「農林省図書月

報」の発刊に際して」２）では「しかも図書館殊

に行政官庁に於ける図書館は、この外、リファ

レンス・サービスという重要な仕事がある。一

般人のこの点に関する知識は皆無に等しいと思

われる。即ち農林省にあっては立法又は重要農

林政策の樹立策定に当り要求により又は自発的

に立法又はその関係資料の収集・分類・分析・

翻訳・索引・摘録・編集・報告その他の準備を

行うことであり、又個々の照会、質問、相談等

に対し解答を与えることである。」と位置づけて

いる。 
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このように、「ショー氏の勧告」を受けた農林

省図書館において、その理念を達成しようとい

う熱意が見られ、また前項で述べた通り実現に

向けた取り組みも見られる。ただし、4 者の創

刊の辞でのサービスの記述内容に見られるよう

に、重視すべき点については異なるとらえ方を

されたと考えられる。 
④  方向性の確立 

1951 年の「農林図書資料月報」では、岡崎三

郎図書課長は「仕事の意義を反省してみよう」

として「第一に図書の閲覧、貸出し。この件数

はまことに少ない」「次に所謂リファレンス業務

であるが大体地方からは愚か省内からの照会も

殆どない。かりにあるとしても、此処には未だ

夫々の方面の専門家という程の人が居ないから、

やれはしないだろう」と記している 9)。 
さらに、「広くいえば図書館の必要を感じてそ

の成立や発達に援助協力するような客観的機運

が熟さなければ成り立たないものである。その

客観的条件が私の見るところではあまり熟して

いるようには思われない」「つまり図書館事業に

ついて全体としてはなはだ関心が薄いのである。

省の内部のことにしてからがすでにそうなのだ

からまして一般民間特に農村を対象としてイン

フォメーションサーヴィスを営もうとしても随

分難しいだろうと思う」と利用者と図書館職員

双方の状況が当初掲げた理想にはほど遠いもの

である現状を述べている。このため、「希望を未

来に託した地味な内容充実の仕事」に注力する

こととしている。「そこで我々は先ず省内の刊行

物の網羅的収集を始めようと思う。前にも之を

やろうとした幾多の例がある。じっと坐ってて

は決して集まらない。しかし今之が出来なけれ

ば農林省図書館は将来に於て背骨のないものと

なろう」と記されているように、「ショー氏の勧

告」のすべてではなく、基盤となる資料収集に

重点を置こうとしたことが読み取れるこの結果

として、先に述べた通り、1954 年の霞ヶ関庁舎

への移転に伴う利用者の増や、農林省図書月報

の拡張や農林文献解題の刊行など、収集した資

料を基にしたサービスが展開されている。 
⑤  外部での評価 

冒頭で示したとおり、農林省図書館の諸活動 

 
は参議院図書館運営委員会の視察報告３）でも

「支部図書館中の出色ある存在」と表されてい

る。また、中井正一国立国会図書館副館長は「大

切なのは「本を読む」はたらき、 機 能
ファンクション

さえ果

たされればよいのであって、本と図書室という

実体
サブスタンス

そのものは必ずしも、その当体がもって

いなくてもよい」10）として、図書館の概念につ

いて「実体概念より機能概念へ」の変革を掲げ

ている。その実例として農林省図書館をとりあ

げ、「この議論を最初に取りあげられたのは近藤

康男氏を首班とした農林省の図書機関であった。

八つの研究所と、渉外課、調査局とを打って一

丸とする組織の事務局として、図書課なるもの

が出現したのであった。「室」から「課」に移っ

たとき、それは実体概念から機能概念が新しく

生まれ変わったのであった。そして農林省は、

自分のところには室も本もなくして、ただリス

トの整備によって、そのころのわが館の官庁出

版物を五〇パーセントは利用したのであった。」

と記している 11）。 
さらに中井は「ショー氏の勧告」を受けた農

林省図書館の諸活動について、これまでの「場

所としての図書館」とは異なる「機能」を有し

たものであると評している 12）。 
やがて秋、国内の官庁出版物を米国に送る事

によって、アメリカの国会図書館から、交換と

して送って来る、外国官庁出版物は時には月一

万部を越える事すらあったのである。これに目

をつけたのが農林省であった。彼等は近藤康男13 ）

氏を主班として渉外局、調査局及び八つの研究

所を、打って一丸としてこの外国図書に向って

殺到して来たのである。 
 

そこではもはや、本を読むとか、本を納めておく

とかいうスペース、場所としての図書館ではなくし

て、それは図書課とでもいうべき、大きな組織とし

ての「働き」（機能）としての流れである。本は省内

の何処の室にあってもよい。カタローグがしっかり

しており、流れ作業の組織さえ厳密に、そして巧に

出来てさえいれば立派に新しい意味の図書館が、そ

こにその姿を現わしているのである。もはや、固定

した場所を図書館というのではなくて、省の全機構

を流れている研究及び調査の流れ作業全体が一つの

図書館という機構となっているのである。 
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そして、国会図書館の国際業務部は、恰も乳房の

如き役目を果たして、アメリカの農業技術の戦争中

の進歩の姿、また刻一刻を争う現実の革新の姿が、

農林省のあらゆる機構に向って、血管の中に流れ入

る如くみなぎり、ゆきわたり、満ち溢れていったの

である。 

 
４．まとめ 

以上、本稿においては「ショー氏の勧告」と

この勧告が農林省においてどのように受容され

たか、また農林省図書館のサービスの成立とそ

の影響について概説した。勧告された内容のす

べては今日でも実現を見ていないが、現在の農

林水産省図書館の基盤の形成に大きな影響があ

ったと考えられる。 
「ショー氏の勧告」の原文の存在の有無や農

林省図書館における検討の過程など不明な点も

多い。たとえば、Ralph R. Shaw 招へいの経緯

については、初代の図書課長である恩田による

「当時アメリカの図書館関係の人でショーとい

う人がいました。その人に私は手紙を書きまし

て是非援助してくれ、場合によっては日本に来

て農林省にハッパを書けてくれと書いた記憶が

あるのです。」と自身の関与を示す発言 14）があ

るが、その他の文献では確認できていない。 
また、「ショー氏の勧告」その他においては試

験研究機関の刊行物の収集や目録編纂の重要性

が散見されるが、この分野については農林省図

書館より農林省において試験研究機関を管掌す

る農林水産技術会議事務局における取り組みが

顕著である。農林水産技術会議事務局において

は試験研究機関における図書資料の整備充実を

図るため、1962 年に「国立試験研究機関におけ

る図書資料管理の実態」15)、1963 年に「図書資

料利用の実態」16)の 2 調査を行い、これらの結

果をもとに「農林省試験研究機関等所蔵外国語

逐次刊行物目録」17)を 1965 年に刊行している 18)。

これらの諸活動は後に農林水産研究情報総合セ

ンター（国立国会図書館支部農林水産省図書館

農林水産技術会議事務局つくば分館）の設立な

どに繋がるが、これらと「ショー氏の勧告」の

関係については明らかになっていない。これら

を含め引き続き調査を行い、機会があれば稿を 

 
改めて検討し日本における農学分野の図書館活

動の成立と展開を知る一助としたい。 
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はじめに 
 わが国では、21 世紀に入り、農業が主要産業

となっている地域において、農業支援サービス事

業に取り組む公共図書館が出現し漸増している。

単独の農業支援ではないが、ビジネス支援サービ

スの一環として取り組む図書館が多い。21 世紀

に入って日本経済は、キャッチアップ経済からフ

ロントランナー経済への転換が求められるなか、

長期の景気低迷からの再生のために知識基盤社

会の構築が必要とされている。地域においても産

業の経営革新が急務となっており、地域産業の知

識基盤を支援するため、公共図書館は地域情報化

の拠点となり、住民の課題解決を支援することが

求められている 1) 。ビジネス支援サービスは、

このような時代背景の中で、公共図書館の新たな

重要なサービスとして定着しつつある。 
本稿では、先ず、農業支援サービスが求められ

る背景として、日本における農業の現状と課題に

ついて触れ、次いで、多くはないが農業支援サー

ビスを行ってきた図書館の事例を概観する。それ

らの事例が、現在置かれている日本の農業の課題

に対してどのような対応がなされ、どのような効

果を発揮し得るのかについて瞥見したうえで、今

後の公共図書館の農業支援サービスがどうある

べきかについて述べる。 
 

１ 農業をめぐる諸課題 
21 世紀における食料・農業・農村に関する施

策の基本的指針として、1999 年 7 月に「食料・

農業・農村基本法」が制定され、食料の安定供給

の確保、多面的機能の発揮、農業の持続的発展及

び農村の振興という 4 つの基本理念が掲げられ、

それらを具体化するための施策が推進されてき

た。しかしながら、農業・農村においては、一段

と高齢化や人口減少が進み、ますます厳しい環境

に置かれている状況に鑑み、2015 年 3 月には「食

料・農業・農村基本計画」2) が策定された。こ

の基本計画は、農業の構造改革や新たな需要の取

り込みを通じて農業や食品産業の成長産業化を

図る＜産業政策＞と、農業・農村の多面的機能の

維持・発揮を促進する＜地域政策＞を一体的に推

進することにより、「強い農業」と「美しく活力

ある農村」の創出を目指している。ここでは、先

ず食料自給率の向上、次いで総合的・計画的に講

ずべき施策として、食料の安定供給、農業の持続

的発展、農村の振興が掲げられ、それぞれに個別

の施策が打ち出されている。これを受けて、地方

自治体や農業関連団体でも、各種の課題に対する

計画の整備や取り組みがなされている。 
農業は、農産物の生産という第一次産業から、

食品加工を行う第二次産業、流通・販売におい

てサービス産業化を達成した第三次産業へと展

開する。現在、農業者がこれらの第二次、第三

次産業にも総合的に関与することにより、これ

までそれらの段階で得られた付加価値を、農業

者自身が得ることによって農業を活性化させる

第六次産業化が注目されている。農業自体の高

度化、活性化を通じて、加工、流通を有機的、

複合的に総合化し、各次の産業を連携すること

により農業経営の多角化に結び付け、地域資源

を活用した新たな付加価値を生み出すことによ

って地域振興、地域創成を達成する。経営企画

としては、生産資材の流通の合理化、農業のブ

ランド化、農業産品・食品の商品化、消費者や 
実需者に向けての直接販売の開発、レストラン 

経営などが考案され、具体化され実践されて 

公共図書館の農業支援サービス 

那須 雅熙＊ 

Agricultural support services of public libraries in Japan 



 
農図協会誌 No.184（2016） 

- 12 - 

 
いる。農業経営者の養成（就農希望者のための

環境整備、就農機会を増やすための農業生産法

人化）や意識の高い消費者の育成も必要であろう。  
また、地方創生の観点からは、かつて日本創

生会議（増田寛也座長）・人口減少問題検討分科

会の「地方元気戦略」で、地域資源を活かした

産業、スキル人材の地方へのシフト、農林水産

業の再生が提案された。その後、同様の方針の

もと、政府としても内閣府に地方創生推進事務

局を設置し、内閣官房まち・ひと・しごと創成

本部に担当大臣を任命することを通じて対応措

置が講ぜられている。 
さらに、TPP（環太平洋経済連携協定）の承

認と推進をめぐり、農産物、食品に関する影響

が懸念され、それらの課題解決に向けて緊急の

対応を迫られている。農産物の国内需要が減少

しているところに農業人口の減少により、日本

の農業経営はにっちもさっちもいかない極めて

厳しい状況に置かれている。そんなところに農

産物の貿易自由化にさらされるとすれば、農業

自体が存続するかどうかの瀬戸際に立たされる

ことになろう。そのような局面を打開するには、

農業競争力の強化と持続可能な農業基盤の形成

を速やかに実施する必要がある。そもそもは、

日本の農業 GDP が世界 10 位にあるにも関わら

ず、輸出額世界 60 位というようなギャップが

ある。農業構造の変革を行い、本来の信頼性、

安全性を保持するとともに、高品質・高付加価

値の商品を生産して農業輸出大国化を目指さな

くてはならないとされている。 
 
２ 公共図書館の農業支援サービス事例 
 2001 年に宮崎県立図書館が「みどりの図書館

づくり事業」の一環として農業支援に着手した。

2005 年には鳥取県立図書館の三田祐子氏の論

文「鳥取県の農業支援サービス」がビジネス支

援図書館推進協議会の優秀賞に選ばれた。2007
年には栃木県の小山市立中央図書館が文部科学

省の委託事業である「2007 年度地域の図書館サ

ービス充実支援事業」の採択を受け、農業支援

サービス事業を開始した。最近では岩手県の紫

波町図書館の取り組みが注目を浴びている。農

業関連のサービスとして、秋田県立図書館、福 
井県立図書館、愛知県田原市中央図書館や京都 

 
府京丹後市立あみの図書館等の活動も報告され

ている。まだそれほど実施館が多いわけではな

いが、地域の実情やニーズに応じたサービスを

計画、立案し、特色ある事業が展開されている。 
本稿では、文献や資料が存在し、一定のサー

ビスの実態が把握できる五館（鳥取県立図書館、

宮崎県立図書館、小山市立中央図書館、福井県

立図書館、紫波町図書館）について紹介し、日

本の公共図書館の農業支援活動の現状と課題を

探ってみたい。取組みを始めた時期の違いもあ

り、この五館のサービスを比較すると、導入・

先行的な手探りの段階、文部科学省の事業採択

を得て躍進、「環境問題」や地産地消の観点から

「食育」といった特定のテーマの設定、図書館

の経営環境の変化に対応した新たな運営形態の

試行というような農業支援サービスの変遷が見

て取れる。このうち、小山市立中央図書館、紫

波町図書館については、実際に訪問し見学する

機会も得たので見聞も含めて報告したい。 
 
（１）鳥取県立図書館 3) 

当時、鳥取県の一次産業就業者比率は 11.5％
（全国 7 位、2000 年）であった。県農林水産

部経営支援課とのタイアップにより「新規就農

相談会」は行っていたが、農業支援関連機関と

の連携はまだ十分ではなく、広く農業に興味の

ある人を対象とした農業支援からスタートし、

子どもへのサービスも考えたかった。市町村立

図書館、県立学校図書館が主体になり、県立図

書館がバックアップする体制が望ましい。 
 以下のような農業分野に注目したビジネス支

援を計画した。 
 ①情報発信 
 a パンフレットの作成 
 就農希望者向けにリーフレット「農業を始め

るには」、就農希望者・農業従事者に限定しない

大人向けに例えば「鳥取県の特産品 ~なし編~」
を作成、鳥取県の農業の歴史・特徴、栽培方法、

最近の動向も掲載する。子ども向けにも夏休み

の宿題や調べ学習に役立つパンフレットを作成

する。 
 b ホームページの作成 
 鳥取県の特産品のページでは、初心者から専

門的な詳細画面へリンクする深層構造にする。 
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観光情報からも特産品の情報にリンクを張る。 
 ②情報・資料収集 
 a 行政資料の収集 
 農業関連の管轄部署と連携をとり、資料収集

を図る。セミナー資料も重要であり、送付を依

頼する。 
b 協同選書 

 農林水産部の職員を含むビジネス支援委員と

の連携により、図書・雑誌の推薦を受けた。今

後は、選書用目録の用意や専門書についてのア

ドバイスを依頼し、推薦を受けた資料について

は、推薦者の一言を入れて掲示し紹介したい。 
c データベースの提供 

 「ルーラル電子図書館」を導入した。一般に

データベースの利用がはかばかしくないのは、

データベースの存在を知らない、使い方が分か

らないということが考えられるので、講習会を

開催すべきであろう。 
d 専門家リストの作成 

 県内専門機関、行政の専門家リストを整備し

たい。専門機関、県庁職員等の専門分野、連絡

先を記載し、図書館で利用者から質問を受けた

際に適切な機関に問い合わせるためのツールと

して活用する。 
e 専門機関所蔵雑誌・新聞リストの作成 

 利用者への情報提供に有効な、専門機関の所

蔵する専門誌・紙に通暁するため調査をする。

廃棄される古い資料は、図書館で一定期間保存

することも考えられる。 
f レファレンスデータベース 

 レファレンス事例をまとめ、レファレンスデ

ータベースを作成し、ホームページに掲載する。

勉強会を開催し、質問内容、蔵書の充実、専門

家の意見をきき回答の強化を図る。 
③タイアップセミナーの開催 

 専門機関や知事部局とのタイアップセミナー

を図書館で開催し、テーマに沿った図書リスト

を作成し提供しているが、来館者数の増加、広

報、利用促進に効果があり評価されている。農

業支援サービスにおいては、就業者向けセミナ

ー・相談会、子ども向け夏休みの課題相談会、

鳥取の農産物のパネル展示会等が考えられる。 
現在の取り組みとして、以下のような就農相 

談会が開催されている。 

 
 ・「農業を始めてみませんか！！ 就農相談会

（無料）」 
  会場：鳥取県立図書館、倉吉交流プラザ（倉

吉市立図書館）、米子市立図書館 
  主催：鳥取県農業農村担い手育成機構、JA

鳥取いなば、JA 鳥取中央、JA 鳥取西部、鳥

取県立図書館、倉吉市立図書館、米子市立図

書館 
  後援：新日本海新聞社 

また、口蹄疫への対処についても、報告され

ている 4) 。2010 年に宮崎県で口蹄疫が発生し

たが、鳥取県でも畜産農家だけでなく県民にも

予防意識の向上が必要だとの認識から、臨時の

コーナーを設け展示を行った。また、宮崎県の

観光ダメージを救援するため交換観光展示会も

開催した。 
 
（２）宮崎県立図書館 
「みどりの図書館」の運営 5)  
 地球温暖化問題、ゴミ問題、食料問題などの

地球規模の問題に加え、宮崎県でも水やゴミ処

理などをはじめ多くの環境問題、国・県土を保

全する農林水産業の後継者問題、そして食の安

全などの食育に関する問題など多くの課題を抱

えている。 
 「みどりの図書館」は、「環境問題に個人とし

て、仕事として取り組みたい」、「農業を始めた

い」、「森づくりにかかわりたい」といった人々

を支援するためのユニークな図書館である。以

下のような機能を果たしている。 
 ・環境学習の推進のための「宮崎県環境情報

センター」（県立図書館の 1 階）との連携 
 環境問題の解決という目標に向けて、相互の

資源を活用し、連携・連動することでそれぞれ

の機能を高め合いながら一体として県民の環境

学習を支援する。 
 ・「みどり」に関する資料収集 

自然に関する資料、農林水産業に関する資料、

アウトドアに関する資料、環境に関する資料、

その他（自然・環境に関する文学、民俗学、文

化人類学、紀行）を特別収集する。 
 
（３）小山市立中央図書館 6) 

小山市立中央図書館は、2005 年 10 月から「ビ 
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ジネス支援バックアップ事業」を展開している。

きっかけは前年度に市職員たちの自主研究グル

ープが立案した「ビジネス支援体制の構築」が

市の政策として有効と認められ、その中でこの

事業が予算化された。「地域の情報拠点としての

図書館の機能を活かして、ビジネス情報を提供

することにより、起業、創業を目指しビジネス

チャンスを求める市民のためにビジネス支援を

行い、ビジネスパーソンや地域のキーパーソン

の育成や生き方支援」を行うことなどを目標と

した。 
 2007 年に、文部科学省の委託事業である

「2007 年度地域の図書館サービス充実支援事

業」の採択を受け、新たに「農業支援サービス

事業」を実施することになった。この事業は、

市の重点事業に位置づけられ、「図書館の機能や

資料を使って関係機関と連携し、図書館が地域

の情報源となって、地域に根ざした図書館サー

ビスの充実と農業の活性化、地域振興をめざす」

という目標を掲げた。 
実施した事業は下記の 4 点である。 
①生産者への情報提供（農家向けの図書館案

内パンフレット作成、農業支援コーナーの設

置・充実、「農家なんでも相談室」の実施、「農

家・消費者のためのインターネット講習会」の

開催） 
 ②消費者への情報提供（「おやま地産地消ライ

ブラリー」の作成、図書館内での農業関係資料

や特産物の紹介、関係機関との連携による農業

支援の PR、「消費者のための食の安全講座」の

実施、「地産地消のお店」メニューの収集、「と

しょかん朝市」の開催） 
 ③農業ビジネスの情報提供（農業ビジネスの

資料提供、関連図書リストの作成・配布および

専門窓口の紹介、「農業ビジネス講座」の実施） 
 ④おやまブランドの全国発信（支援事業の広

報誌および公式ホームページでの広報・報告、

ケーブルテレビとの連携およびマスコミへの情

報提供、市内小・中学校での総合学習教材とし

ての利用促進、「おやま地産地消ライブラリー」

の充実） 
 現在の取り組みは以下のとおりである。   

① 「農業支援コーナー」の設置 
「農業支援コーナーへようこそ！」「農業支援 

 
コーナー」の案内パンフレットを作成し、配布

している。農業支援コーナーでは、以下のよう

なテーマに基づき、資料群がグル―ピングされ

開架されている。 
・始めてみよう農業 

農業の基礎知識、農業入門、農業体験記 
・農作物の育て方 

作物の栽培法、病虫害、土づくり、作物加工 
・食の安全を考える 
 食育、スローフード、環境問題、地産地消、

自給率 
・農業ビジネス 
 農業論、農業経営、直売所、地場産業、マー

ケティング 
 ②「おやまブランド特産品コーナー」の設置 
 農業に関するさまざまな情報や、おやまブラ

ンド品の紹介をするコーナー。地場産業を応援

するため栃木県産業振興センターと連携し「発

見！小山ゆかりの企業展」を実施した。 
 ③「農業なんでも相談室」から「家庭菜園の

コツ！ 相談事業」へ 
 「農業なんでも相談室」では JA おやま、県

下都賀農業振興事務所と連携し、図書館を会場

に農業に関する相談会を実施した。主な相談内

容は、農地の貸借、新規就農、JAS 法、PH 計

の使い方、小山の食材、家庭菜園における野菜・

果樹の育て方等々であった。 
 最近は、「家庭菜園のコツ！ 相談事業」とし

て家庭菜園や園芸などで、疑問や質問のある

人々に専門の相談員が無料で対応している。 
④「おやま地産地消ライブラリー」の作成 

 小山市の農産物や特産物を紹介するホームペ

ージで小山の農業情報を全国に発信している。

おやまの農産物、おやまのおいしい味、地産地

消ってなに？、中央図書館の取り組みで構成さ

れている。 
 ⑤ブックリストの作成 
 「農業を始めたい人のためのブックリスト」

「食の安全について知りたい人のためのブック

リスト」「農業で儲ける！ブックリスト」など関

連するテーマ別ブックリスト「農業支援ブック

リスト」（No.1-No.26）を作成し、配布すると 
ともに、ホームページの＜資料・コーナーのご 
案内＞の農業支援のページにすべて PDF で掲 
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載している。 
 ⑥「農業ビジネス講座」の実施 
 栃木県農業振興公社の「ふるさととちぎ 21
活性化塾アドバイザー」制度を利用し、農産物

の直販所から農村レストランの経営、体験農業

の開始や新しい事業への挑戦などについて講師

の経験をもとに開催した。 
 ⑦「としょかん朝市」の開催 
 JA おやま販売課の協力で図書館正面入口前

で、地元農産物を販売した。 
 ⑧関係機関との連携による農業支援の PR 

市の農政課、商業観光課、県下都賀農業振興

事務所、県農業振興公社の行政機関、JA おや

ま等の関係機関との連携により、さまざまな事

業を展開し、農業支援の PR や図書館が情報発

信基地であるという認識を持たれるようになっ

た。市の農政課主催の農業祭に出展し、子ども

たちに食育についての読み聞かせをしつつ、農

業支援サービスを PR した。 
 
（４）福井県立図書館 7) 

 福井県の小浜市は、食育の先駆者として食の

町づくりのためにさまざまな施策を講じている。

その中で食育については、小浜市立図書館が食

の図書館として各種資料コーナーを設置してい

る。福井県も県としてさまざまな職域に関する

施策を実施してきたが、現在、農林水産部販売

開拓課地産・地消・食育推進グループが中心に

なって事業を展開しており、農林水産部の他に

教育委員会、健康福祉部とも連携して施策を実

施している。 
 福井県立図書館は、地域や県民に役に立つ図

書館、地域を支える情報拠点を目指してサービ

スの拡充に努めており、企画展示の開催、レフ

ァレンスサービス機能の充実、地域や住民の課

題解決を支援し積極的な情報発信を行っている。

ビジネス支援については、「産業支援（ビジネス

支援）コーナー」を設置している。他にも支援

のための情報は各所に散在しているが、「一般企

画コーナー」では月ごとのテーマに応じた資料

を排架している。ここでは、テーマに関する総

合的な情報提供・発信が行われ地域の情報拠点 
として機能している。 
 ①食育の一般企画コーナー 

 
 2007 年 5 月に、福井県立図書館及び分館の

若狭図書学習センターで、ほぼ同じ時期に「食

育のススメ―知っていると、おもしろい。やっ

てみると、おいしい。」を設置した。 
 ・現代日本の「食」をめぐる状況が紹介され

ている資料：食の安全や食生活、農業の現状。

野菜や果物、乾物など実際の食材に関する資料、

栽培や料理といった「食」を実践する資料。食

育基本法の重点的な事項の一つである「伝統的

な食文化」 
・パスファインダーの作成 

 ②子ども室での企画展示 
 一般企画コーナーと連携して、「食育のススメ

―食をはぐくむ土、食をはぐくむ水―おいしい

えほん いただきます！」をテーマに企画展示

を行った。 
 
（５）紫波町図書館  8) 

 官民複合施設である「オガールプラザ」は、

紫波町が床購入した中央棟、民間施設である東

棟、西棟で構成されている。中央棟は「情報交

流館」と称され、「紫波町図書館」と「交流館」

（市民スタジオ、キッチンスタジオ、音楽スタ

ジオ、アトリエスタジオ、交流ステージなどの

多様な貸しスペース）が一体となっている。町

民の情報交流や市民活動を支援し、活発にする

ための環境づくりを目指している。東西の民間

棟には、医療機関、子育て施設、カフェ、居酒

屋、産地直売所である「紫波マルシェ」がテナ

ントとして入居しており、「オガールプラザ」全

体が地域の人々の集うコミュニティーセンター

であり広場となっており、社会的、経済的、文

化的施設として機能している。 
 情報交流館は、図書館と交流館とが分離し独

立するとともに、連携が図られるように、また

公共施設である情報交流館が他の民間施設や民

間事業とも自由で活発な連携・協力を可能にす

るよう構想された。このようなコンセプトにお

いて、図書館は単なる図書館ではなく、資料・

情報、人的資源、利用者が一体となって機能す

るような場が設定されているのである。 
 紫波町図書館の運営及びサービスの基本は、 
①子どもたち（0 歳から高校生まで）と本をつ

なぐ、②紫波町に関する地域資料を収集・保存 
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する、③紫波町の産業支援の三本柱である。 

紫波町の産業構造は、第 3 次産業が 78.5％、

第 2 次産業が 16.2％であり、第 1 次産業（農業）

は 5.3％に留まっている。しかしながら、農家

人口は 8,450 人と全体の 26.0％を占め、食料自

給率が 170％以上となっており、農業が町の経

済に与える影響は数値以上のものである。町の

主要な産業として農業を位置づけ、産業支援の

中核として農業支援サービスが設定された。 
しかしながら、開館後すぐには着手できなか

った。十分な体制が作れなかったことと、内部

に「図書館が農業を支援することはおこがまし

いのではないか」という異論もあったからであ

る。しかし、「紫波町の産業支援」の一つとして、

次第に農業支援の必要性が認められるようにな

ってきた。農林課と農林公社の協力を得て、「紫

波町図書館農業支援を考える会」が 2013 年 3
月に 2 回に亘って開催した意見交換会には、町

の主要な農業団体代表者や各課長が参加した。

これを機に方向転換がなされ、「図書館側が生産

者のところに出向く」、「地域の農業情報を発信

する」に留意し、農業技術については専門家で

ある農業関係団体との連携が不可欠であること、

生産者の農業に対する考え方から「6 次産業化」

などの特定テーマに関するサービスは困難との

認識を持った。農業関係者とのコミュニケーシ

ョンも進み、「農家さんのための図書館案内」の

作成により、図書館の認知度、農業支援サービ

スの意義が理解されるようになった。実際の農

家や生産者の農業に対する考え方やニーズは、

一人一人違うという認識と、サービスの在り方

について考えさせられた。同年、「平成 25 年度

農業支援計画書」を作成したが、大雨災害のた

め計画を中止した。「産直 POP 作戦」に切り替

え、産直 POP コーナーを設置し、農林課の「紫

波町産直マップ」、紫波町マルシェのパンフレッ

ト、農業支援コーナーリストなども置いている。 
現在、農業支援サービスとして、以下のよう

なサービスが展開されている。 
①農業支援コーナー 

農業支援の資料は、農業の定番書、専門書、

新規就農、家庭菜園、畜産、養蜂、加工品、TPP 
問題、農家の確定申告等の図書に農業関係雑誌

6 誌に専門紙２紙などの資料を排架するととも 

 
に、コーナーに隣接して専用パソコンを設置し

て「ルーラル電子図書館」を提供している。排

架の見出しは、「農業をはじめる」「田舎暮らし」

「産直」「農業経営」「農産加工物」としている

が、今後利用者の要望に従い変更することも考

えている。 
②ルーラル電子図書館講習会の開催 
メインターゲットを生産者、サブターゲット

を家庭菜園の運営者として、農山漁村文化協会

を講師に開催している。順次普及し要望も高く

なっているが、生産者は農閑期（12~3 月）以

外の参加が見込めない、年配者にはパソコンの

使用が困難という問題もある。 
③企画展示「しわの農を知る」 
2013 年 5 月、毎月行っている企画展で農業

を取り上げた。内容は、紫波町農村課・農林公

社の役割、産直の生産者紹介、生産者が掲載さ

れている関連資料の展示であった。生産者との

交流や意思疎通が行われ、図書館の存在、広報、

レファレンスサービスの紹介ができた。 
④レシピ本 POP の設置 
オガールプラザ内の紫波マルシェは、町内の

260 人以上の生産者が加入しており、町内全域

の産物を集め、産直を目指している。図書館と

連携し、季節の野菜やフルーツ等の売り場に図

書館所蔵の料理本を紹介する POP を設置して

いる。それ自体が産品を使った料理の参考にな

るだけでなく、出典の料理本も図書館で閲覧し

たり借りたりすることができる。出荷に合わせ

て 1 カ月に１回のペースで作り替えている。 
国立国会図書館の 2013年度調査研究事業は、

「地域活性化志向の公共図書館における経営に

関する調査研究」であったが、この農業支援サ

ービスも「萌芽期」にあるサービスとして取り

上げられた。田村俊作（当時慶応大学文学部教

授）氏を中心とする調査研究グループの評価（調

査者の視点）は、以下のとおりであった。 
①サービスの特色：農業支援サービスの新しさ 

ビジネス支援サービスの中でも取り組みの少

ない「農業」を対象にした点が新しい。農業支

援を通じ、非都市部でのニーズに合致した「公

共図書館のビジネスモデル」が生まれる可能性 
があるという「新しさ」も合わせ持つ。 

②プロセスにおける特質点：外部知識の導入 
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サービス事業の展開において、地域の状況に

応じて、農文協等の農業出版社、紫波町農業課、

農林公社の外部の知識を導入する努力がなされ

信頼を得た。 
③事例の意味するもの 
・都市部とは異なる環境の図書館でビジネス

支援の新たな領域を開拓した。 
・「一人一人違う」ことへの認識により、多数

に向けた集約型のサービスから脱却して、市場

の成立しない多様なニーズに対応する公共図書

館の現代的課題を追求した。 
・公的な計画とサービスの意義を関係者で共

有してきたように、今後も、組織としてサービ

スを継承、発展していく体制を作ることが課題

である。 
 
（６）農業レファレンス 

①小山市立中央図書館 
農業レファレンスを特に区別せず、すべて「相

談コーナー」で受け付ける。農業分野はそう多

くないが、主に農作物の栽培方法や病害虫、土

地改良である。農業支援コーナーの図書やパン

フレットを使用するが、就農に関する相談にお

いて地域限定の支援には図書よりもパンフレッ

トが役だつ。「ルーラル電子図書館」も活用して

いる。より専門的な内容の質問には、直接、市

の農政課、農業振興事務所、農協、生産組合と

いった他機関を紹介することもある。最近は、

趣味の家庭菜園や園芸に関する相談が多くなっ

てきたので、「農業なんでも相談室」から「「家

庭菜園のコツ」相談室」と変更した。図書等で

得られる知識だけでなく、専門的なアドバイス

や身近な体験談が参考になるケースも多く、関

係機関との連携協力の体制づくりが重要であろ

う 9）。 
②紫波町図書館 
図書館と農業関係者との関係が緊密になるに

従い、レファレンスが増加しつつある。 
農業従事者、非農業従事者、畜産従事者、家

庭菜園運営者など老若男女からのレファレンス

として、2012 年 8 月から 2013 年 12 月まで 19
件の事例（栽培法、病虫害、就農、食品加工、 
農機具、農業統計、農業ビジネス等々について） 
が表にまとめられている。 

 
③「地方創生レファレンス大賞」に入賞した

農業レファレンス 
 「地方創生レファレンス大賞」は、第 17 回

図書館総合展（2015 年 11 月）の図書館総合運

営委員会フォーラムにおいて、地方創生レファ

レンス大賞準備委員会と文部科学省が共催して、

地域活性化や地域課題解決に結びついたレファ

レンス事例を顕彰する目的で設置されたもので

ある。農業レファレンス関連では、以下のレフ

ァレンスが受賞している。 
第 1 回（2015）審査委員会特別賞 

・「創業 300 年の老舗をひご野菜でブランド化」 
 応募者：くまもと森都心プラザ図書館・河瀬

裕子氏 
 レファレンスサービスを利用した人：細工豆

腐製造卸販売の老舗「麩屋氏助」 
第 2 回（2016） 
文部科学大臣賞  

・「中山間地域の産業を応援！ 岡山県小田郡矢

掛町干柿の里の活性化」 
応募者：岡山県立図書館 
図書館振興財団賞 

・「ひまわりオイルが地域を潤す！」 
 応募者：鳥取県立図書館 
 
３ 農業支援サービスの課題 

農業支援サービスはようやく緒についた段階

にあり、取り組みを行っている図書館の数も多

くはない。サービスの規模、範囲、質もそれほ

ど高度なレベルに達してはいない。2（5）で触

れた紫波町図書館に対する田村グループの評価

は的確であり、他の図書館にも共通して言える

ことであろう。 
私は、農業支援サービスの対象とする範囲、

サービスの利用者がどのような人々なのか、サ

ービスは地域の農業活動や農業関連の企業活動

にどのような効果をもたらしているかについて、

詳細な調査を行っていない。各地方自治体や農

業関連団体が、現在、課題に対してどういう施

策を講じており、どういう考え方で取り組みが

なされているのかについても勉強不足である。

さらに各地方自治体や農業団体が、連携を求め 
る図書館に対して、どのようなスタンスにある

のかも承知していない。このような段階で、農 
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業支援サービスの客観的な分析・評価を行うこ

とには困難がある。そのため本格的なサービス

の分析・評価は他日を期し、さらなる調査・研

究を進めることとしたい。ここでは、現段階で

特に気がついた農業支援サービスの課題につい

て述べる。 
各図書館の農業支援サービスが、１で掲げた

現在の農業課題に対してどのような取り組みを

行っているのかについては、サービスの各事項

を見れば、ある程度、対応関係を把握すること

はできるであろう。図書館側では農業課題を的

確に捉え、多少なりともそれらの課題解決に役

にたつサービスとは何かを検討し、実施してい

ることが分かる。少なくとも、地方自治体や農

業関連団体が取り組んでいる施策に対して、情

報の提供という面で基盤部分を支援しようとし

ている。就農相談、起業・創業支援、中小企業

向けマネジメント支援、ビジネス情報提供、地

域のビジネス資源及び地域の経済・市場情勢等

に関する情報の提供（地場農業特産品、人材、

販売チャンネルの確保に関する情報の提供、農

産物を活かして地域おこしの目玉とする取組

み）、農商工連携・6 次産業化については、農業

協同組合、商工会議所、産業支援機関・団体、

金融機関、大学等の情報提供といった面で、課

題に踏み込んだ対応を講じようとしている 10)。 
ではさらに今後の対応として、どのような形

をとれば、真に課題解決支援ができるのだろう

か。農業課題をめぐる諸問題については予断を

許さないが、問題を広い視点から捉え、社会デ

ザインとして、農業支援サービスを組み立てて

いくことが肝要であろう。 
生物、食、環境の基礎としての農業・農学が、

現代社会における地球環境や人間生活の改善に

果たす意義は計り知れないものがある。食料問

題、環境問題、自然との共生、生物多様性の保

全、食の安全、健康問題、動植物、微生物、緑

化問題、バイオマス等々、その関連分野と応用

範囲はますます敷衍化し、広大化し、重点化し

ているように見える。 
江戸時代に日本で初めての出版農書であった

宮崎安貞編纂の『農学全書』は、安貞本人の営 
農経験、諸国の老農への諮詢がもたらした、ま

さしく農業の営みから生まれた農民のための農 

 
書であるといわれる。そのような農書を、多く 
の農民が読み、農業技術を磨き、食を支える農

業という職業を考え、農民という存在を考えた。

その成果が、新たな農民による百姓農書を生ん

でいった。それが権威ある学者・知識人たちに

より客観化され対象化されることによって昇華

され、より普遍的な農書が出版される。それが

さらに農民的農書を生むという両者の相互補完

的、循環的関係構造をもった、当時の農学・農

書の成立と展開について考えてみよう 11) 。 
公共図書館の農業支援は、広く農業従事者や

就農を目指す人々に農業情報を提供する。そし

て農業情報は、それらの人々の営農により、新

たな農業に関する知識を生む。そこに新たな農

業や、新たな産業が生まれる。それが地域振興

や地方創生に結びつき、国の経済成長や社会の

繁栄に効果をもたらす。図書館は、江戸時代の

農書と同様の機能を果し、農民による情報需要、

読書を通じて、新たな農学、農業を生み出す。

これは、産業支援、ビジネス支援であるととも

に、図書館が果たす「知の在り方」「知識創成」

機能の発揮でもあるに違いない。 
その農業情報であるが、現在の公共図書館で

は、先進的な図書館で「ルーラル図書館」を提

供する程度となっている。その他にも農林水産

研 究 情 報 総 合 セ ン タ ー で 提 供 さ れ る

AGROPEDIA に入っている「AgriKnowledge」
等や JST の JDreamⅢ等の科学技術情報のなか

の農業情報といった専門的なものがある。広く

経済産業分野と科学技術分野の両面に亘り、学

術的なもの、農業従事者の営農経験に基づく実

業的なもの、農業技術など実にさまざまである

が、実学としての農学の学術的な研究成果が実

際の生産現場で共有されることにより、さまざ

まな成果を生むに違いない。農業の IT 化・イ

ノベーションも急速に進展している。インター

ネットを通じた流通・販売に始まり、品種改良

等の価値ある最新情報の伝達・共有、コンピュ

ータによるシミュレーション、人工知能（AI）
の利用による効率的な収穫などが行われている。

今はまだ、農業支援サービスに農業情報やデー

タが十分に活用されているとは思えない。情報 
サービスの重要性を認識し、農業情報専門家と

して各種データベースを導入していくこと、利 
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用者の情報需要を掘り起こしていくことが必要

であろう。 
それには、農業専門機関や専門図書館の連携

協力が求められる。日本農学図書館協議会、農

学系大学等のサポートのみならず、今後、東京

農業大学学術情報課程などでも、公共図書館で

農業支援を担当し活躍できる農業ライブラリア

ンを養成していくことを、目標の一つとしなく

てはならない。 
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海外図書館の最新動向 第 7 回 

 隣国として、長い交流の歴史があると同時に過

去に困難な時期を持った国である中国の図書館に

ついては、わが国の図書館との関係も含めて、す

でに多くの研究や報告がある。そこでは、中国に

おける図書館の歴史的な発展の経緯や近年のデジ

タル環境の進展の中での図書館資料のデジタル化

の発展、さらに図書館を支える図書館員の教育機

関として大学や卒業後の研修など、様々な角度か

ら紹介されている 1-7)。 
近年の中国における経済成長を背景に図書館の

発展や充実は目覚ましいものがある。例えば、中

国国家図書館は、近年総合サービス棟が新築され

運用が開始されたことで、本館南区、北区および

古典籍館の３つの施設を合わせると 28 万 m2 に

なり 8)、国立国会図書館東京本館 14.8 万 m2 の約

倍近い規模となっている 9)。また、所蔵文献数も

2015 年 9 月末で、 123 言語 3,472 万冊になり、

国立国会図書館の 4,107 万点に近づいている 8,9)。 
 
１．中国における図書館政策の発展  

中国では、近年、経済的な発展を背景に、都市

への人口の流入が続いており、文化的な面でのよ

り一層の充実や質的な向上が求められるようにな

っている。 
国として博物館、美術館、図書館などの文化的

な施設の充実に取り組んでいると言える。様々な

面におけるより文化的な環境を発展させてゆくた

めには、先進的な施設の建設だけでは、もちろん

十分ではない。各個人が生活の中で生涯を通じて、

より多くの書物と出会える多面的な場の充実が必

要と考えられている。 
中国では、1999 年から 2005 年にかけて、国民

の読書率が 60％から 49％へと急速に低下した 10,11) 。

このような状況を受けて、2003 年に、中国図書館

学会は、声明を発表し、読書の推進を提言した 12)。

政府として、国民が書物に親しみ、より文化的な

生活を送れるように、2006 年には、全国規模で読

書を推進するための政策が掲げられた 13)。2013
年には、中国図書館学会は、中国全土で読書リテ

ラシーの向上のためのプロジェクトを提案してい

る 12)。 
これらの提案や政策を受けて、2006 年頃より、

中国各地の都市部で公共図書館以外にも様々な形

で住民が読書に親しめる住民に開かれた場として

の「公共読書空間」を拡大するための様々な試み

がなされるようになった 14)。これらの「公共読書

空間」の呼称は、各都市や区などによりそれぞれ

に特徴的な名称で呼ばれている。 
 

２．中国の公共図書館の構成 
中国の図書館は、広域を対象とする公共図書館

と狭域を対象とする施設とに大きく区分できる

（表－１）。広域を対象とする図書館としては、北

京市にある唯一の国立の図書館である国家図書館、 

中国の図書館 （１）公共図書館  

Libraries in China  (1) Public Libraries 
 

長塚 隆＊, 張暁芳＊＊ 

A Series on the Current Trend of Overseas Libraries:The 7th part of the series 
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北京の首都図書館（直轄市）（写真-6）や広東省図

書館など省や直轄市の公共図書館、北京市の西城

区（市轄区）図書館（写真-8）や広州市の広州図

書館（写真-15）など地級（特別区や市）単位、お

よび各県単位の县立図書館などで構成されている。 
表-1 の「広域」に該当する比較的規模の大きい

公共図書館は政府の文化部が管轄し、各自治体が

運営している。公共図書館数は 2015 年の調査 6)

で、全国で 3,139 となっており、その数は毎年増

加している 7)。 

中国では、政府の文化部が管轄する比較的規模

の大きい公共図書館のほかに、表-1 のように、都

市部では市、区や県などが、管理する比較的小区

画を対象とするコミュニティセンターなどに設置

されている街道図書館や社区図書館のような図書

館施設が多数ある。街道図書館や社区図書館の多

くは市/区立図書館などの支部図書館となってい

る。 
都市部では、わが国には、ほとんど見られない

24 時間利用可能な図書館も多数設置されており、

この施設には屋外に自動の機器を設置している場

合（写真-9）と、写真-16 のように、屋内の一部

を 24 時間利用できるようにして図書カードなど

で入退室できるものとがある。北京市などでは、

写真-9 のように、このような 24 時間自動で本の

貸し借りができる屋外設置型の自助図書館が区の 

 
公共図書館や街道図書館の前に設置されている。 
 
３．中国国家図書館 
中国国家図書館は、唯一の国立の図書館であり、

北京市の 2 か所にある。写真-1 は、中国国家図書

館の正門入口である。建物の面積は 28 万平方メ

ートルと世界で 3 番目である。写真-2 は国家図書

館北区の大規模な読書室である。このように公共

図書館としての役割も大きく、毎日多くの利用者

が訪れている。また、北区内には児童図書館、南

区には国家典籍博物馆（写真-5）が 2014 年にオ

ープンしている。 

中国国家図書館は多くの事業を行っているが、

中でも、文化的メディアの長期安全保存を確保す

ることを目的とする国家文献戦略的保存書庫の構

築（国家総書庫）プロジェクト、あるいはインタ

ーネット資料の収集・口述史料の収集・様々なタ

イプの蔵書のデジタル化などデジタル資料の構築

など将来に向けた長期的な課題を推進する中心に

なっている。写真-3 のように、国家図書館のホー 

図書館
国 国家図書館

省/直辖市/
自治区

省/直辖市/自治区
図書館

市/区 市/区立図書館
県 县立図書館

街道図書館

社区図書館

図書获取(受取）点

24小時自助図書館

公共閲読空間

乡镇（町）図書館

农村(農村）図書室

流动(移動)図書館

都市部

狭
域

村落部

行政区分

広
域

表-1 中国の公共図書館と関連施設 

写真-1 北京にある国家図書館 

写真-2 国家図書館北区内の大読書室 
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ムページから多くのデジタルコンテンツが利用で

き、電子新聞などが館内に設置された大きなディ

スプレイで読むことができる（写真-4）。 
隣接する南区には国家典籍博物馆（写真-5）が

2014 年にオープンし、古典籍の展示機能が拡大し 

 
た。国家図書館の役割と機能は、資料のデジタル

化・ネットワーク化あるいはウェブでの公開など

により、以前に増して大きく拡大している。 
 
４．首都図書館 
ここでは、以下、公共図書館の構成について、

北京市での事例に沿って紹介する。首都図書館は、

2012 年に地上 10 階・地下 1 階の新館が開館し、

総面積 9.4 万 m2 で中国の公共図書館で最も大き

な図書館のひとつである（写真-6）。利用者用に

4,000 の席があり、平均一日に 20,000 人が利用し

ている。書籍の自動貸出・返却コーナー（写真-7）、
電子書籍を閲覧するための大型ディスプレイ、貴

重書の収集や青少年・児童コーナー、ホールなど

も設置され、多様な要望に対応できるようになっ

ている。 

 
５．区立図書館 
 直轄市である北京市では、区ごとに区立図書館

が配置されている。写真-8 は、北京市西城区にあ 

写真-7 北京市首都図書館内の自動貸出返却

コーナー 

写真-3 国家図書館のデジタルコンテンツ提

供ページ （http://nlc.gov.cn/） 

写真-４ 国家図書館内に設置された電子新

聞閲読用ディスプレイ 

写真-5 国家典籍博物馆 

写真-６ 北京市首都図書館 
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写真-10 北京市西城区 24時間自助図書館 

 
る区立第一図書館である。西城区では、この他に

区立第二図書館や青少年児童図書館（写真-9）な

どがある。これらの図書館は中国政府文化部が 
轄する比較的規模の大きい公共図書館に相当して 
おり、全国の公共図書館数（2015 年）3,139 に含

まれる。 

 
日本では見られないが、これらの図書館に隣接

したり、便利な場所に、24 時間自助図書館が設置

されており、昼夜を問わずに、図書館利用者であ

れば、いつでも書籍を借りることができる（写真

-10）。24 時間自助図書館には、写真-10 のように、

図書館の建物の外部に独立して設置されているも

のと、図書館の建物の一部が図書館利用カードな

どで、入退館が出来る比較的規模の大きい屋内型

のタイプとがある。 
   
５．街道図書館・社区図書館 
北京などの大都市では、それぞれの地域ごとに

街道図書館あるいは社区図書館が多数設置されて

いる。これらの多くは区立図書館の支部図書館に

位置付けられており、規模はそれほど大きくない

が近隣の住民が気軽に利用し易い場所となってい

る。 

 
６．「公共読書空間」の拡大への試み 
 前述のように、中国では、1999 年から 2005 年

にかけて、国民の読書率が 60％から 49％へと急

速に低下したため 10)11)、2003 年に中国図書館学

会は読書の推進を提言し 12)、2006 年には全国規

模で読書を推進するための政策が掲げられた 13)。 
これらの提案や政策を受けて、2006 年頃より、

中国各地の都市部で公共図書館以外にも様々な形

で住民が読書に親しめる住民に開かれた場として

の「公共読書空間」を拡大するための試みがなさ

れるようになった。「公共読書空間」の呼称は、各

都市や区などによりそれぞれに特徴的な名称で呼 

写真-8 北京市西城区第一図書館 

写真-9 北京市西城区立青少年・児童図書館 

写真-11 北京市西城区街道図書館 
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ばれている。ここでは北京市西城区が支援する「公

共読書空間」としての「特別読書空間」の取り組

みについて紹介する。近年は、このような取り組

みの結果とスマートフォンなどの携帯型端末の普

及もあり、紙資料と電子書籍などのデジタル資料

とを合わせた読書率は 80％近くに上昇している 11)。  

公共的な読書空間を考えると、図-1 のＡの政

府・自治体立の公共図書館、街道・社区図書館な

どが従来大きな比重を占めてきたが、近年になっ

て公共的な読書空間を拡大する多様な試みがなさ

れている。その一つが、北京市西城区における区

が民間の書店や銀行などを支援して取り組まれて

いる「特別読書空間」と言える（図-1 のＢ）。ま

た、近年大都市では公的な機関とは独立に、中国

版のリトルフリーライブラリーや小規模な学校図

書コーナーや家庭読書コーナーなどを設ける取り

組みが拡大している（図-1のＣ）。 

 北京市西城区での「特別読書空間」14) は、大き

く次の２つのタイプに分かれる。 

①「特別読書空間」の土地および施設を自治体が、

運営者に提供している。 

②「特別読書空間」の土地および施設を運営者が

提供したうえで、自治体の支援を受ける。 

最初に「特別読書空間」に指定された「砖読空

间」は古くからの四合院の跡（史跡）に設置され

た特別読書空間で（写真-12）、土地および施設を

自治体が運営者（民営書店）に提供している、①

のタイプと言える。利用者は古くからの四合院の

跡（史跡）を見学しながら、「北京に関する書籍」

を借りたり、運営者が販売する書籍を購入できる。 

 

喫茶コーナーもあり、リラックスした雰囲気で読

書を楽しめる。 

写真-13 の特別読書空間（宣阳驿站）は公園内

の自治体施設で、児童の教育に関心の高い団体（書

店）により、会員制で運営されている。児童が学 

公共読書空間
（自立型）
リトルフリーライ
ブラリー（迷你
图书馆）、NGO
やNPOによる
学校図書コー
ナー（校园图书
角）、家庭読書の
場（家庭阅读点）

公共
空間

公共図書館
（政府・自治体立）

公共読書空間（政
府・自治体立）

公共読書空間
（政府・自治体支

援型）

特別読書空間
（北京市西城区）

C B A

街道/乡镇（町）
社区/村

図書館（室）
私立図書館

図-1 公共読書空間の拡大 

写真-12 北京市西城区特別読書空間 － 

砖読空間 

写真-14 北京市西城区特別読書空間 － 書

香银行 

写真-13 北京市西城区特別読書空間 － 第

二書房 
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校の終了後に書籍や教育的な遊具やゲームに親し

み、借りたり、購入できる。施設内には、幼児の

ための遊具室や大人のための講座が開催できる部

屋も複数ある。  
個人や企業などの土地や施設に開設されたタイ

プ②の「特別読書空間」としては、写真-14の銀

行の建物に設置された特別読書空間（書香银行）

がある。ここでは、銀行の利用者が待ち時間に「特

別読書空間」に備えられた書籍で読書を楽しんだ

り、インターネットで公共図書館のサイトを検索

したりすることが出来る。 

 
７．各都市の近代的な公共図書館 
 中国では、大都市で、大規模で、近代的な公共

図書館の新設が続いている。ここでは、いくつか

の特徴的な公共図書館について紹介する。 
 写真-15 は、2013 年に、人口 1,350 万人の中国

南部における中心都市である広東省広州市の新都

心開発区文化ゾーンの一角に開館した広州図書館

である 15）。新図書館は延床面積約 10 万 m2、収蔵 

 

冊数 400 万冊という大型の図書館で、地下 2 階地

上 10 階建ての建物内部は図書館というよりも大

型百貨店のような構成になっている。写真-16 の

ように内部は見通しがよく、各階ごとにジャンル

が区分され利用しやすいように工夫されている。

広州図書館は、現在 733 万冊を収蔵し、4,000 の

閲覧席、公開コンピュータ 400 台が設置され、一

日平均（2015 年）2 万人が利用している。自動貸

出機や返却した書籍が自動的に分類・整理される

自動返却コーナーなど、RFID を様々な場面で活

用している 16)。 
広州市に隣接する佛山市の人口は約 600 万で, 

2013年に完成した図書館新館は延床面積約4.7万
m2、300 万冊を収蔵し、2,500 の閲覧席が設置さ

れている 17)。佛山市図書館新館には、写真-18 の

ように、24 時間開放されている自助図書館が設置

されており開館時間以外でも特定の書籍ではある

が利用できる。 
 中国東北部の吉林省長春市は、人口 762 万の大 

写真-15 広東省広州市広州図書館 

写真-16 広州図書館の内部 

写真-17 広州図書館の自動返却コーナー 

写真-18 佛山市図書館新館に設置されている

24時間自助図書館 
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都市で、吉林省図書館や長春市中央図書館などの

大規模な図書館がある。吉林省図書館の新館（写

真-19）は、蔵書数が 500 万冊、読書用座席が 3,000
席、1 日の受け入れ可能延べ人数が 6,000 人で、

WiFi を無料で利用でき、多種多様な子供専用エリ

アや 4D 映画体験エリアなど、交流、学習、展示、

余暇、社会研修、行政管理などの機能を担う多機 

 
能・公益サービスが特色となっている 18)。 
 長春市中央図書館（写真-20）は、延床面積約

3.5 万 m2、252 万冊を収蔵し、地域資料などの文

庫、満州国資料、“文革”時の資料、紅楼夢文献研

究室など特徴的な収集内容となっている 19)。また、

利用者の新たな要望に応えるために３D プリンタ 
ーなども設置している（写真-21）。 

 
８．まとめ 
わが国において、中国の公共図書館の状況につ

いて調査されてきた 20-23)。しかし、すでに述べて

きたように、近年における中国の公共図書館の状

況は、大きく変化・発展していると言える。新設

される大型の公共図書館では、大きな読書室、学 
 

びや交流のための広いスペース、書籍の自動貸

出・返却コーナー、や電子書籍を閲覧するための

大型ディスプレイ、3D プリンターの導入など情

報技術の活用、貴重書の収集や青少年・児童のた

めのコーナー、ホール、24 時間自助図書館など、

利用者の多様な要望に応えるために、様々な新し

い試みがなされている。 
また、従来の公共図書館だけでは、実現が難し

い広範な国民全体を対象にした読書を通じての文

化的な生活の実現に向けて、北京市西城区での「特

別読書空間」など、民間との協力により、住民に

身近な場所で書物に親しめる場を拡大してゆく取

り組みが進んでいる。 
また、最近では、複数の公共図書館で、「図書館

＋」という、図書館の従来の図書購入・編成・収

蔵・貸し出し・返却モデルを一新し、読者を図書

調達員に、書店を図書館分館にしたり 24)、中国で

は初めてになるスマートライブラリーが広東省深

圳市塩田区で開館するなど 25)、将来に向けての新

たな試みも多い。 
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写真-19 吉林省図書館新館の内部 

写真-20 吉林省長春市中央図書館 
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図 書 館 紹 介 
 

 

１．はじめに 

 信州大学農学部（伊那キャンパス）は、南ア

ルプスと中央アルプスの 2 つのアルプスをのぞ

む長野県上伊那郡南箕輪村にあります。また、

同村のほかに長野県内 4 ヶ所、標高 760ｍから

3,000ｍ、総面積 630haのフィールドを持ってお

り、この豊かな環境の下で、フィールドワーク

とラボワークの融合による教育研究を行ってい

ます。 

伊那キャンパスには、学部として農学部農学

生命科学科（生命機能科学コース、動物資源生

命科学コース、植物資源科学コース、森林・環

境共生学コース）が、大学院修士課程として総

合理工学研究科農学専攻（先端生命科学分野、

食品生命科学分野、生物資源科学分野、環境共

生学分野）および生命医工学専攻（生命工学分

野）が、大学院博士課程として総合工学系研究

科山岳地域環境科学専攻および生物・食料科学

専攻があります。 

学生は、学部 1 年生の 1 年間は松本キャンパ

スにて他学部学生と共に学び、学部 2 年生から

伊那キャンパスにて学び始めます。 

 

２．信州大学附属図書館 

 信州大学附属図書館は、中央図書館（松本キ

ャンパス：松本市）、教育学部図書館（長野（教

育）キャンパス：長野市）、医学部図書館（松本

キャンパス：松本市）、工学部図書館（長野（工

学）キャンパス：長野市）、農学部図書館（伊那

キャンパス：南箕輪村）、繊維学部図書館（上田

キャンパス：上田市）の 6 つの図書館（5 キャ

ンパス）により構成されています。 

 

 

 

中央図書館は統括の役割を担い、各図書館は

分館ではなくそれぞれ独立しています。各図書

館にはそれぞれ図書館長が存在し、利用条件、

予算等も異なっています。 

 各図書館は離れた場所にありますが、利用者

は他キャンパス図書館の資料を取り寄せて借り

ることができます。また、他キャンパス図書館

で直接資料を借りることもでき、借りた資料は

各図書館で返却することができます。 

 

３．農学部図書館 

１）施設 

 信州大学農学部は、昭和 20（1945）年に長野

県立農林専門学校として開校し、昭和 24（1949）

年に信州大学農学部として発足しました。図書

館は、信州大学となってから昭和 28（1953）年

に木造平屋建ての附属図書館農学部分館（約

397 ㎡）が竣工し、その後、農学部第二期拡充

計画として、昭和 46（1971）年に現在の図書館

が竣工しました。 

 

信州大学附属図書館農学部図書館 

Shinshu University, Agricultural Library 
 

写真 1 農学部図書館 
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その後、狭隘化に伴い、平成 23年度には隣接

棟の一室を改修して保存庫（46 ㎡）とし、集密

書架を設置しました。また、平成 24 年度には、

図書館内のコピー機等が設置されていた部屋

（36 ㎡）をラーニングコモンズスペースに改修

しました。 

 現在の農学部図書館はRC造2階建ての図書館

と保存庫から成り、総延面積は 1,209 ㎡です。

少し変わった構造をしていて、１階から 2 階ま

で貫いた書架があり、その間に 1 階の天井（2

階の床）が設置されています。そのため過去の

設計資料には、1 階建てと記載され、面積は 1

階分のみが計上されているものもあります。 

階段は事務室内にあるため、2 階に上がるに

は一旦事務室に入らなければなりません。また、 

 

出入口が１ヶ所のみで事務用の出入口がないた

め、利用者も業務で来館する教職員も業者も同

一の出入口を使っています。軒がないため、雨

が降ってくると窓を閉める必要があります。 

 

 ２）サービス 

 農学部図書館は、奉仕対象 909 名（学生：741

名、教職員：168 名）（平成 28 年 5 月 1 日現在）、

蔵書数 102,866 冊（平成 27年度末現在）です。

開館時間は、授業期は平日 8：45～21：00、土

曜日 11：00～18：00、休業期は平日 8：45～17：

00 です。試験期には開館時間を延長し、土曜

日・日曜日・祝日に 11：00～19：00 まで開館し 

ています。 

 図書館１階は閲覧室とホールに分かれていま

す。閲覧室には図書、雑誌等主な資料を配架し、

静かに学習するスペースとしています。密閉可

能な容器の飲料の持ち込みが可能です。ホール 

写真 2 2 階書架 

写真 3 １階書架（閲覧室） 

写真 4 ホール 

写真 5 集密書架（保存庫） 
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には新聞のほか軽い読み物を配架し、ラーニン

グコモンズスペースとしています。グループ学

習室はありませんが、ホール全体がラーニング

コモンズスペースとなっています。軽度の飲食

が可能です。図書館 2 階には、統計・年鑑、大

学紀要、都道府県・国の研究機関発行資料等を

配架しています。別棟にある保存庫には貴重資

料、出版年の古い資料、修士論文等を保管して

います。保存庫は閉架式で、資料の利用希望が

あった場合は職員が取りに行きます。 

電子ジャーナル・電子ブック・データベース

については、信州大学が全キャンパスに導入し

ているサービスが利用可能です。伊那キャンパ

ス限定で利用可能な電子ジャーナルもあります。

農学部図書館購読の国内雑誌、外国雑誌（冊子

体、電子ジャーナル）については、平成 24年度

に経費削減、利用状況および雑誌のオンライン

での公開状況等を検討して見直しを実施し、国

内雑誌の一部および外国雑誌については全ての

購読を中止しています。 

 地域連携として、南箕輪村図書館、伊那市立

図書館と連携協定を結んでいます。伊那市立図

書館については、資料を相互に返却することが

できます。また、農学部図書館に伊那市立図書

館サービスポイントとして端末が設置されてい

ますので、信州大学学生および教職員限定です

が、伊那市立図書館資料の貸出・返却ができま

す。 

 

３）運営 

 農学部における委員会組織の見直しにより、

平成 23年度で図書館委員会「図書等刊行委員会」

が廃止されたため、現在は、図書館の運営、予

算、諸規程の制定・改廃、その他図書館に関す

る重要事項については図書館長と図書館主査が

協議し、必要に応じて学部の執行会議「企画運

営会議」に付議または報告しています。また、

図書館が発行業務を担当している冊子「信州大

学農学部紀要」および「信州大学農学部研究及

び社会活動・国際交流の概要」については、図

書館主査が委員となり、農学部広報委員会にて

審議、処理しています。 

 職員は 5 名（職員 3 名、非常勤職員 2名）で、 

 

図書館の運営・管理を行っています。カウンタ

ー業務、図書・雑誌の受入・支払・整理、製本、

ILL、ガイダンス、ホームページ更新等に加え、

上述 2 誌の発行業務も行っています。また、17

時以降の夜間開館、土曜・日曜・祝日開館担当

として、学生 3 名を非常勤職員として雇用して

います。交替で 1 名ずつ勤務し、カウンター業

務および職員より依頼した業務を担当していま

す。 

 

＜図書館所在地＞ 

〒399-4598 長野県上伊那郡南箕輪村 8304 

信州大学附属図書館農学部図書館 

http://www.shinshu-u.ac.jp/institution/lib

rary/agriculture/ 

 

（信州大学附属図書館農学部図書館 鈴木史子） 

 

 

http://www.shinshu-u/
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【赤潮の発生を早期検知できる技術を実用化】 

 国立研究開発法人水産研究・教育機構と株式

会社ニッポンジーンは、水産研究・教育機構が

既に確立していたDNAから感度良く有害赤潮プ

ランクトンを検出する技術を発展させ、赤潮発

生の早期検出技術の実用化のために共同開発研

究に取り組みました。その結果、このたび、検

出手順をマニュアル化するとともに、用いる試

薬類などをキット化することで、カレニアミキ

モトイおよびシャットネラ属の赤潮原因プラン

クトンを簡単、迅速、正確に検出できるように

なりました。種判別の高度な知識がなくても、

本検出キットを用いて分析すれば、海水10ｍL 

中に赤潮原因プランクトンが１細胞あれば検出

できます。赤潮原因プランクトンを発生のごく

初期から高感度で検出できる本検出キットを活

用することで、早期に適切な対策を講じること

が可能となり、赤潮による水産業への甚大な被

害を軽減することに貢献することが期待されま

す。 

情報源：国立研究開発法人水産研究・教育機構 

株式会社ニッポンジーン(プレスリリース)  

平成28年7月12日 

 

【食べたエサがメスの魅力を左右する- オス

とメスのエサに対する好みの違いを利用した

防除技術開発への第一歩 -】  

ゴマダラカミキリは、体長2.5～3.5cmの大型

の昆虫で日本全土に生息しています。さまざま

な果樹やヤナギなどの街路樹の枝・幹を食べる

害虫です。特に幼虫が樹木の内部を食い荒らす

ことから、果樹農家や林業者、緑地管理者にと

っては防除が難しい重要害虫として認識されて

います。本種の防除法の確立をめざした研究の

過程で、ミカンの枝をエサとして食べたメスに

対してヤナギやブルーベリーの枝を食べたオス

が交尾相手とせず、逃げだす(逃避する)ことを 

 

 

 

 

観察しました。虫の世界では通常、オスがメ

スを避けることはありません。このオスの逃避

行動は、メスがミカンの枝を食べる際に体表に

ついたミカン枝由来の物質「β-エレメン」によ

り引き起こされていることを解明しました。ま

た、先行研究で本種のエサの好みは雌雄で異な

ることを明らかにしています。オスは直前まで

食べていた植物を好みますが、メスはミカンを

最も好みます。オスとメスのエサに対する好み

の違いも利用し、ミカン以外の果樹園の中にミ

カン株を設置するといった防除技術を開発でき

る可能性が見出されました。今後、実証試験を

行っていく予定です。 

本成果は、英国の科学雑誌Scientific 

Reportsで、7月14日に発表されました。 

情報源：農研機構 中央農業研究センター(プレ

スリリース)  

平成 28 年 7 月 20 日  
 
【ニワトリのヒナのオス・メスを簡易に判別で

きる 内視鏡鑑別法を開発- 多種多様なヒナの

雌雄鑑別が簡易に行えます -】 

 農研機構畜産研究部門は、市販の内視鏡を改

良し、ニワトリのヒナのオス・メスを簡易に判 

別することができる内視鏡鑑別法を開発。鶏卵

を生産する養鶏施設などでは、卵を産むメスだ

けが必要なため、孵化直後のニワトリのヒナの

オス・メスを判別しています。その方法には肛

門鑑別法、羽毛鑑別法、機械鑑別法などがあり

ます。今回開発した雛雌雄鑑別用の内視鏡は、

管径が細い小動物用の内視鏡((株)AVS 製)を改

良したもので、ニワトリのヒナの精巣や卵巣を

パソコンなどの画面に映してオスかメスかを判

別します。これまでの機械鑑別法では、接眼レ

ンズを覗きながら小さくわずかに見える精巣や

卵巣の形態を観察して、オスとメスを判別して

いました。しかし、内視鏡鑑別法では、パソコ 

平成 28 年 7 月から 9 月に発表された図書館員に役立ちそうな情報を掲載します。業務の一

助にお使いください。記事の情報源はそれぞれの項目ごとに明示してあります。 
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ンなどの画面上に精巣や卵巣の形態が拡大して

映し出されるため、雌雄鑑別が容易となり、鑑

別精度や作業速度の向上が期待できます。この

内視鏡は操作が簡易で、多種多様な品種のニワ

トリに利用が可能です。 

研究内容の詳細は、家禽分野の国際科学専門

誌「Poultry Science」電子版に 7 月 7 日に掲載

されました。 

情報源：:農研機構 畜産研究部門(プレスリリー

ス)  

平成 28 年 7 月 26 日 

 

【試験管内でマウスの卵子を作り出す培養系

を確立-有用動物・希少動物の卵子の増産に期

待-】 

 ほ乳類ではこれまでに、生殖細胞としては最

も未分化な始原生殖細胞から卵子を作り出す培

養系がありませんでした。尾畑教授と平尾ユニ

ット長らは、マウス胎仔の始原生殖細胞が、減

数分裂や成長・成熟をへて機能的な卵子へと分

化する培養系を開発。この培養系で作られた卵

子は、受精後、正常にマウスへと発生すること

も証明されました。従来の培養系の問題は、卵

子の分化を周囲の卵巣細胞が体内のようにサポ

ートできないことでした。遺伝子発現解析を行

って卵子が分化できない原因を追究した結果、

エストロジェンによって発現がコントロールさ

れる遺伝子群が通常より高発現していることを

見出し、エストロジェンの阻害剤を培養液に添

加することで、卵子形成の遺伝子発現プログラ

ムを大幅に改善することに成功。さらに、卵子

の培養液に高分子化合物（ポリビニルピロリド

ン：PVP）や卵胞刺激ホルモン（FSH）を加える

ことによって、卵子の成長を促し、受精能を持

つ卵子の作出に結びつきました。ヒトを含むほ

乳類胎仔の卵巣内には、この研究で培養したよ

うな未分化で増殖可能な生殖細胞が数万個も存

在しますが、このストックから体内で作られる

受精可能な卵子はごくわずかです。未分化な生

殖細胞から卵子を試験管内で作り出す技術がで

きたことから、卵子が分化するメカニズムの解

明に役立つ他、有用動物の増産や希少動物の増

数につながることが期待されます。 

 

情報源：東京農業大学＆農研機構(プレスリリー 

ス)  

平成 28 年 7 月 26 日 

 

【果肉が赤いウメ「露茜(つゆあかね)」のウェ

ブページを新たに開設 -生産者、実需者、消

費者の皆様に「露茜」の多様な情報を提供-】 

 農研機構では、2009 年に果肉が赤いウメ「露

茜」を育成。いくつかの産地で栽培され、赤い

色を活かした梅酒や梅ジュースなどの加工品の

販売が始まっています。今後は、これら従来の

加工用途に限らず、スイーツや料理の素材など、

幅広い利用が期待されています。この度、農研

機構は「露茜」の更なる生産・利用の拡大を図

るため、ホームページ内に「露茜」のウェブペ

ージを開設。公的研究機関等の協力を得て、品

種特性、栽培方法に関する研究成果等について

のリンクをまとめました。また実需者に向けた

産地や加工品の情報や、消費者の皆様に役立つ、

「ジェラート」、「ジャム」、「パスタ」等のレシ

ピを掲載しています。 

情報源：農研機構果樹茶業研究部門(プレスリリ

ース)  

平成 28 年 7 月 27 日 

 

【餅が硬くなりにくい水稲もち新品種「ふわり

もち」】 

 農研機構中央農業研究センターは、餅が硬く

なりにくい特性を持つ水稲もち新品種「ふわり

もち」を開発。出穂期は育成地では“晩生”で、

9 月中旬刈り取りの中生の「コシヒカリ」より

も 2 週間遅く収穫が可能となり、十分に作期分

散を図れます。普及予定地の広島では主力品種

「ヒノヒカリ」よりも早生となるため、先に収

穫が可能。倒伏抵抗性が強く、収量性は西日本

地域で広く普及している「モチミノリ」に 10%

程度優る多収です。いもち病や縞葉枯病抵抗性

にも優れています。5°C の冷蔵庫で貯蔵しても

餅は柔らかさが長持ちし、餅が硬くなりにくい

西日本で代表的な品種よりも柔らかさが持続し

ます。また、餅は外観が良く食味に優れるため、

和菓子などの原料に適しています。 

情報源：農研機構 中央農業研究センター(プレ 
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スリリース)  

平成 28 年 8 月 4 日 

 

【早生で多収の極良食味水稲新品種「つきあか

り」】 

 農研機構中央農業研究センターは、北陸地域

の主力品種である「コシヒカリ」より早く収穫

できる水稲新品種「つきあかり」を開発。出穂

期は育成地では“早生”で「あきたこまち」と

同程度。中生の「コシヒカリ」よりも 2 週間早

く収穫が可能となり、十分に作期分散を図れま

す。短稈で、倒伏抵抗性が強く、収穫時期がほ

ぼ同じ「あきたこまち」に比べて、10%程度優る

多収。炊飯米は、外観、うま味に優れ、極良食

味。日本穀物検定協会の食味官能試験では、「コ

シヒカリ」より高く評価されています。また、4

時間保温後の試験においても「コシヒカリ」よ

り高く評価されています。 

情報源：農研機構 中央農業研究センター(プレ

スリリース)  

平成 28 年 8 月 4 日 

 

【北海道の草地性鳥類（ノビタキ）は大陸経由

で南下してインドシナ半島で越冬する ―小鳥

の新たな渡り経路を発見―】 

 国立研究開発法人森林総合研究所は、ヘルゴ

ランド鳥類研究所（ドイツ）、ディーキン大学（オ

ーストラリア）、北海道大学、山階鳥類研究所と

共同で、軽量の小鳥（体重 15g）の渡りルート

を極東で初めて明らかにした。東アジアからオ

ーストラリアにかけての南北の区域は世界で最

も多くの種類の渡り鳥が生息するにもかかわら

ず、小鳥の詳細な渡りルートは明らかになって

いませんでした。私たちは、ジオロケーターと

いう小型の計測機器を草地性の小鳥（ノビタキ、

体重 15g）に北海道で装着し、その渡り経路を

追跡。その結果、繁殖を終えたノビタキは大陸

に移動して中国を経由し、主にインドシナ半島

で越冬していました。従来、日本の渡り鳥は本

州伝いに南下して大陸に渡ると考えられていま

した。本研究により、異なる渡りルートの存在

が初めて明らかになりました。近年、日本では

草地が全国的に減少して草地性生物も減少。林 

 

業における伐採や下刈り作業は開放的で草地の

ような環境を一時的に作り出し、草地性生物の

保全に貢献します。しかし草地性の渡り鳥の場

合には、国内だけではなく、海外の渡り中継地 

や越冬地での保全（渡り中継地での小鳥の大量

捕獲、インドシナ半島での草地の減少などに対

する取り組み）も大事な役割を担うと考えられ

ます。 

情報源：森林総合研究所、北海道大学大学院、

山階鳥類研究所(プレスリリース)  

平成 28 年 8 月 22 日 

 

【「光る！外来害虫同定法」を開発 ―外来害虫

が残した遺伝子の痕跡を利用し、虫が食べた木

屑を光らせて種を同定―】 

 国立研究開発法人森林総合研究所は特定の

DNA を検出する試薬によって、害虫が残した痕

跡から種を同定する手法を開発。本手法では

DNAバーコーディング 1 と LAMP法 2と呼ばれる

手法を組み合わせることで、短時間で正確な害

虫の同定が可能。この方法を使えば、昆虫から

直接 DNA を抽出したものだけでなく、その痕跡

である「フラス」と呼ばれる食べかすや糞の混

合物から抽出したものでも、木材の奥深く潜っ

ている虫体を捕獲せずに種を同定することがで

き、検査のために家具や建材を傷つけることも

ありません。実際、耳かき 1 杯程度のフラスで、

ヒラタキクイムシが同定できました。この方法

は光で種を知らせてくれるため、専門家でなく

とも正確に同定することができます。本手法は、

DNA バーコーディングが可能なすべての穿孔性

害虫に利用することができるため、日本未侵入

の害虫に対してあらかじめ検出キットを用意し

ておくことも可能です。 

情報源：森林総合研究所(プレスリリース)  

平成 28 年 8 月 22 日 

 

【日本海でクロマグロ仔魚の大量採集に成功】 

 日本海は、南西諸島海域と並ぶクロマグロの

主要な産卵海域。水産研究・教育機構は 2011

年から産卵場を時空間的に把握するために、ま

た、今年度からは加入に関わる仔魚の生残メカ

ニズムを解明するために、日本海で生まれたば 
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かりの仔を調査。今年 7 月 24 日から 8 月 5 日ま

で実施した調査のうち、7 月 31 日に兵庫県但馬

沖で行った調査で、１回の曳網によりクロマグ

ロ仔魚約 3,300 尾の大量採集に成功。この結果

は、過去の最多記録（1984 年の 85 尾）を大幅 

に更新するものです。採集されたクロマグロ仔

魚は体長が約 3mm で、ふ化後数日の個体と考え

られ、ＤＮＡ分析により、すべてクロマグロ仔

魚と判断されました。今回の大量採集の要因と

しては、これまでの経験を踏まえて例年よりも

調査時期を遅らせたことや、実際に日本海での

産卵が例年よりも多かった可能性等が考えられ

ますが、現時点では明らかではありません。今

後、大量に得られた仔魚サンプルを用いて成長

や栄養状態の解析を行うことで、加入水準の推

定や、産卵場および産卵環境の詳細な解明など、

日本海におけるクロマグロの加入に関する研究

の飛躍的な進展が期待されます。また、今年の

加入との関係については、今年 9 月に行う日本

海での稚魚調査の結果や、11 月からの対馬、五

島での当歳魚の水揚げ状況等との関連なども注

視しつつ、解析を進めていきます。 

情報源：国立研究開発法人水産研究・教育機構

(プレスリリース)  

平成 28 年 8 月 25 日 

 

【コウモリを真似た超音波でガの飛来を阻害 

-殺虫剤に代わる環境に優しい害虫防除技術-】 

 農作物を加害するガの多くは耳を持ち、捕食

者であるコウモリが発する超音波に対して忌避 

行動をとります。そこで農研機構果樹茶業研究 

部門では、超音波を利用して農作物へのガの飛

来を阻止する手法の開発に取り組んでいます。 

室内での実験において、キクガシラコウモリが

発する超音波を模した超音波(パルスの長さ 30

ミリ秒、パルス間の無音区間 30 ミリ秒)を聞か

せることで、モモやクリの果実を加害するモモ

ノゴマダラノメイガの果実への飛来を 1/6 以下

に抑えることができました。超音波を用いた本

手法は、化学殺虫剤の散布回数を削減できる環

境負荷の少ない害虫防除技術になることが期待

できます。現在、ビニールハウスなどでの使用

を想定して、本手法に適した超音波発生装置の 

 

開発を産学官連携で進めており、数年以内の製

品化を予定しています。 

情報源：農研機構果樹茶業研究部門(プレスリリ

ース)  

平成 28 年 8 月 30 日 

 

【本州沿岸の造礁サンゴ集団は独自に分化】 

 水産研究・教育機構は、西太平洋に広く分布

するテーブル状の造礁サンゴである「クシハダ

ミドリイシ種群」を対象に、台湾、琉球列島、

種子島・トカラ列島、サンゴ礁の北限域付近の

和歌山・高知・熊本の４つの海域について遺伝

的関係を調査。その結果、和歌山・高知・熊本

と種子島の造礁サンゴ集団は台湾の集団と同じ

遺伝的特徴を持つことを明らかにしました。こ

の造礁サンゴ集団の分化には、黒潮の関与する

可能性が高いと考えられます。つまり、南から

北へ生物を運ぶと思われていた黒潮が、実は琉

球列島の集団と台湾や日本列島の集団間の移動

を阻んでいることを示唆し、黒潮という流れの

壁がいかに強力かを表す証拠になりました。こ

れらの研究成果は、今後、サンゴ礁の北上メカ

ニズムを解明し、沿岸漁場など日本周辺の環境

変動を予測する上で、重要な知見となります。 

情報源：国立研究開発法人水産研究・教育機構

(プレスリリース)  

平成 28 年 9 月 6 日 

 

【ニホンジカ（シカ）とカモシカの糞を識別す

る手法を開発 ―“ニホンジカ・カモシカ識別

キット”を製品化―】 

 国立研究開発法人森林総合研究所は、糞の表

面に付着している DNA を検出することによって、

ニホンジカ（シカ）とカモシカの糞を識別する

手法を開発。この識別法では、一般的な DNA 検

査に必要な専門的知識や技術を一切必要としま

せん。シカとカモシカが混在する地域において

シカの捕獲計画等を立てる際に有用です。本識

別法に使用する試薬は “ニホンジカ・カモシカ

識別キット”として（株）ニッポンジーンから

2016 年 9 月 2 日に発売。 

情報源：森林総合研究所(プレスリリース)  

平成 28 年 9 月 7 日 
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【光で天敵を集め、害虫を減らす技術を開発- 

紫色光の照射だけで害虫の半減に成功-】 

 アザミウマはナス、トマト、イチゴなど多く

の農作物に害を与える大害虫。近年、農薬が効

かなくなりつつあり、大きな問題となっていま

す。そこで農研機構生物機能利用研究部門は、

株式会社シグレイ、筑波大学と共同で、農薬を

使う代わりに「光を使って天敵を集める」こと

により、アザミウマを防除する技術を開発。ア

ザミウマの天敵である「ナミヒメハナカメムシ」

が紫色の光(波長 405nm)に強く誘引されること

を明らかにしました。過去の知見から、アザミ

ウマは紫色の光に誘引されないことが知られて

います。ナスの露地栽培において紫色の光を照

射したところ、照射なしの場合に比べ、天敵の

ナミヒメハナカメムシを含むヒメハナカメムシ

類の数が 10 倍に増加しました。一方、害虫のア

ザミウマ数は半分以下(60%減少)になり、紫色光

照射の高い防除効果が確認されました。(文献か

ら、被害果率は 5～10%未満に抑えられると推定

される。)現在、本防除技術について企業と製品

化を進めており、約 2 年後の商品化を目指して

います。それに先立ち、株式会社シグレイでは

「光利用型天敵農業サービスパックお試し版」

の提供を今年 9 月より開始。価格は 1 万円/1 ア

ール×月数。本成果は、英国の科学雑誌 

Scientific Reports で 9 月 8 日に発表。 

情報源：農研機構 生物機能利用研究部門、株式

会社シグレイ、筑波大学 (プレスリリース)  

平成 28 年 9 月 14 日 

 

【花の形・配色パターンだけを効率的に多様化

- 生育や草姿に影響を与えず、花だけを変化さ

せることが可能に-】 

 農研機構および京都府立大学らの研究グルー

プは、遺伝子組換え技術を利用して、遺伝子の

発現を制御する転写因子の働きを花器官におい

て特定の生育時期や部位で抑制することにより、

多種多様な形や配色パターンのトレニアを作り

出す技術を開発。本技術では、花器官だけで遺

伝子の働きを変化させることにより、葉の形や

草型の変化が回避されます。その結果、元品種

と同じ生育特性や草姿を持つ新品種の作出が可 

 

能になりました。この技術は、様々な花き園芸

植物に応用可能と考えられます。本技術により、

新しい花弁の形や配色パターンを持つ花きの開

発における迅速化、効率化が期待されます。 

情報源：農研機構 野菜花き研究部門、京都府立

大学(プレスリリース)  

平成 28 年 9 月 15 日  

 

【野生動物への見えざる脅威：交通騒音がフク

ロウ類の採食効率へ及ぼす影響を世界で初め

て解明】 

 交通網の急速な発達に伴い、交通騒音が野生

動物に与える影響が懸念されています。優れた

聴力を頼りに獲物を捕らえる捕食者（聴覚捕食

者）は、交通騒音の影響を特に受けやすい動物

であると考えられてきました。北海道大学大学

院農学研究院、国立研究開発法人森林総合研究

所、カリフォルニア・ポリテクニック州立大学

の共同研究チームは、交通騒音の増加に伴って

聴覚捕食者のフクロウ類の採食効率が低下し、

その影響は道路から 120m 以内の範囲にまで及

ぶことを明らかにしました。 

本研究成果は、2016 年 8 月 18 日付の科学雑誌

Scientific Reports 電子版で公開。 

情報源：北海道大学大学院、林総合研究所(プレ

スリリース)  

平成 28 年 9 月 20 日 

 

【世界初、スジアラの完全養殖に成功】 

 スジアラは熱帯・亜熱帯海域に生息するハタ

科魚類で、沖縄地方では「アカジン」と呼ばれ

ています。南西諸島や中華圏（中国本土、香港、

シンガポール、台湾等）では高級食材として高

値で取引されており、特に赤色が強いスジアラ

は高価。水産研究・教育機構は、人工飼育下で

生まれ育ったスジアラの雌雄から受精卵を得、

その受精卵を用いて、2016 年 7 月 28 日に人工

飼育下で 2.9 万尾（生残率 24.2％）の種苗を生

産し、世界で初めてスジアラの完全養殖に成功。 

本成果は、天然魚を利用しないスジアラの種苗

生産を可能にし、スジアラの天然資源の保全に

貢献できます。また、世代を重ねることで赤い

体色や高成長といった産業上有利な形質を持っ 
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た系統を選抜できます。さらに親魚養成や種苗

育成等のすべての養殖工程を人為的に管理でき

ることから、安全・安心な養殖生産物の提供が

期待できます。 

情報源：国立研究開発法人水産研究・教育機構

(プレスリリース)  

平成 28 年 9 月 28 日 
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事務局報告  
 
（主な取組み） 
 
平成 28 年度第 1 回編集委員会 

１．日 時：平成 28 年 8 月 25 日（木） 

      18：00～19：00 

２．会 場：明治大学中央図書館資料室 

３．議 題：１. 28 年度会誌（184 号・185 号）

掲載記事の具体化 

２．29 年度編集方針の検討 

３．その他 

 
 

毎年開催されている図書館総合展。ことしも

11 月 8 日（火）～10 日（木）に、パシフィコ横

浜・展示ホールで開かれた。「何か目新しいもの

はないものか」と農図協事務局員も情報収集に。

ありましたよ・・・3 つほどご紹介します。 

 

（その１）銭湯と図書館が合体？ 

町の銭湯の中に図書館を作っちゃおうという

「銭湯ふろまちライブラリー」。銭湯といえば風

呂に浸かりながら、地域の人たちが一日を癒し、

近所の方々と交流する場でもあります。しかし、

近年銭湯を利用する方が減少しているとか。そ

こで、薬用入浴剤で有名な（株）バスクリンが

社内に創部した公認部活動・バスクリン銭湯部

が企画したのがこのライブラリー。創部は平成

２７年４月とのこと。しかし、活動期間が浅い

のに東京都世田谷区の銭湯に第 1 号のライブラ

リーが開館とか。図書館総合展で説明に立つの

は高橋正和さん。「この企画、他の銭湯からも引

き合いがあるんです。」銭湯と図書館が融合する

接点は、やはりコミュニティとか。地域の人と

人のつながりが薄れる現代。湯に浸かり、図書

を通じた共通話題で一つになって、地域の絆が

広がることを期待したいですね。 

 

（その 2）図書館にもロボット出現！ 

デパートなどでは店内の案内ロボットが活躍

する時代。そこで、図書館にもロボットを、

   

と考えているのが東京都立産業技術研究センタ

ー。まだ試作段階というが展示会場でマスコッ

ト型案内ロボットのチリンちゃんにお会いしま

した（写真）。このロボット、お客様に館内の説

明・案内などが音

声でできるといい

ます。また、多国

語の音声会話での

説明もできるとか。

また、ロボットの

頭脳部分は土台に

乗せているだけなので、キャラクター部分の造

形は自由にデザインできる。人気のゆるキャラ

や、各図書館のかわいいマスコットキャラクタ

ーが案内してくれるとなると、図書館利用者の

数も増えるかも。このほか、先導案内運搬ロボ

ット「Pyxis Cargo」の展示も。こちらは、利用

者の案内や荷物運搬が可能。すでに、製品化が

進んでいるとのこと。図書館用ロボット開発に

期待しましょう。 

 

（その３）図書館員の元気グッズ 

 キハラ（株）の展示ブース。さっそく、ブー

スの担当者に「何か、新しい商品はありません

か」と。ご紹介いただいたのが「図書館ばっち

M」（写真）。図書に

貼るラベルをモチ

ーフに作ったもの

で、この春から販

売を始めたとか。

「ばっち」は、館

内、牧師用、参考

書、寄贈者、貴重書、書庫、禁帯出のカラフル

な 7 種類。この「ばっち」は、誰がなんのため

に使うのか。ブースの担当者に伺うと「図書館

員の方が付けることを想定しています。これを

付けると職員の方達も元気になると思います。」

「そうですか・・・ウﾑ！」いずれにしても、職

員に遊び心は必要。利用者から「これなぁ-

に・・・？」と声を掛けられ、会話が弾めば元

気が出るというもの。図書館員の胸に「ばっち」

を合言葉に、普及させてもらいたいものです。 

（田沼 記） 

第 18 回（2016 年）図書館総合展 

みて・あるき 
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日本農学図書館協議会誌 投稿要領 

１ 趣 旨 

この要領は、日本農学図書館協議会誌の投稿に関する取り扱

いについて定めるものとする。 

２ 投稿者の資格 

本誌に投稿できる者は、農学系図書館の活動に賛同する者と

する。 

３ 執筆及び投稿要領 

 原稿執筆に当たっては、本要領及び別に定める原稿執筆要領

に従うものとする。 

４ 投稿原稿の取り扱い 

（1）投稿原稿は会誌編集委員会においてその採否を決定する。 

（2）投稿された原稿は、原則として返却しない。 

５ 謝礼 

（1）執筆者には、原稿が掲載された「日本農学図書館協議会誌」

を３部贈呈する。 

（2）投稿及び依頼原稿の稿料は別に定める。 

６ 著作権 

（1）本誌に掲載する著作物の著作権は、日本農学図書館協議会

に帰属する。 

（2）執筆者自身が当該著作物の再利用を希望する場合、日本農

学図書館協議会は、再利用が学術研究及び農学図書館業務改善

の進展に資するものである場合は、これを認めることがある。 

（3）第三者から、論文の複製及び転載などに関する許諾の要請

があり、日本農学図書館協議会が必要と認めた場合は、許諾す

ることがある。 

７ 個人情報 

編集の過程において入手した個人情報は、本誌の編集刊行に関

する活動以外の目的には使用しない。 

（附則）この投稿要領は、平成27年8月1日より施行する。 

 
 

 

日本農学図書館協議会誌 原稿執筆要領 

１ 趣 旨 

この要領は、日本農学図書館協議会誌の投稿執筆に関する事

項を定めるものとする。 

２ 投稿原稿は、次の要領で作成し提出する。 

（1）原稿の受付は、随時とする。 

（2）原稿は、Ｗｏｒｄ形式もしくはテキスト形式を使用し、横

書きで10,000字程度（図表･写真は1枚当たり250文字換算）とす

る。また、図表も原則として、電子化したデータで提出するも

のとする。刷り上りは4ページ程度を想定する。 

（3）文中の見出し番号の表記は、１．１）①とする。 

（4）図表の見出しは、図１及び表１とし、図の下および表の上

に記したうえで、挿入箇所を本文欄外に指示する。 

（5）注記もしくは引用文献等は、本文の該当個所右肩に1)と記

し、原稿の末尾にまとめて記載する。なお、記載例は①及び②

の通りとする。 

① 編著者名『書名』（シリーズ名）出版社、出版年（西暦）、

引用ページ 

② 執筆者名「論文名」『雑誌名』巻号、発行年月、引用ページ 

（6）原稿には、表題及び英文タイトル、執筆者氏名及びローマ

字名、所属機関の英文名を添付する。 

（7）原稿の提出は下記宛てとし、日本農学図書館協議会事務局

が受領した日をもって原稿受付日とする。 

〒156-8502 東京都世田谷区桜ヶ丘1-1-1 

東京農業大学 教職・学術情報課程内 

    NPO法人 日本農学図書館協議会事務局 

  TEL.FAX.03-3408-5077  jaald@nifty.com 

（8）執筆者の校正は、1回を原則とする。 

（9）「別刷」を希望する者は、校正の際に必要部数を日本農学

図書館協議会事務局に連絡すること。 

なお、経費（実費）については、本人の負担とする。 

（附則）この投稿要領は、平成27年8月1日より施行する。 

NPO 法人日本農学図書館協議会では、投稿要領及び執筆要領を新たに規定し、読者の皆様に積極的に投稿

していただくための環境を整えました。当面する図書館の課題や日常の図書館員の声など、自由にご投稿して

いただくことを願っています。ご不明な点は事務局までお問い合わせください。 
【問い合わせ先】℡：03-3408-5077 E-mail:jaald@nifty.com 

mailto:jaald@nifty.com
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